





これに対 して,現 在,ア メ リカでは,少 年犯罪
2003年,長 崎市で中学1年 生の男子生徒(12歳)者 の責任 と刑罰に関 して活発な議論が展開されて
による幼稚園児殺害事件,翌2004年 には,佐 世保 いる。それは,1970年 代後半における少年司法の
市で小学6年 生の女子児童(12歳)に よる同級生 保護主義か ら厳罰主義化への方向転換によって,
殺害事件 と,連 続 して発生 した12歳 による衝撃的1990年 代 になると,凶 悪犯罪を犯 した少年を大人
な事件を契機 として,刑 事責任年齢を14歳 以上 と と同じ手続で大人 と同じ処罰を与える という厳罰
定める刑法41条 の改正の必要性が主張されるよう 化がますます顕著になってきた現実があるか らで
になった。すで に2000年 の少年法改正において,あ る。この犯罪少年の厳罰化傾向を押 し止めるに
逆送(検 察官送致)が 行える年齢 を16歳 以上 と定 は,刑 法理論 と,社 会学 ・心理学を初 めとす る詰
めていた少年法20条 が改正され,14歳 以上の少年 科学の学際的知見を基礎 として,少 年の実質に相
も逆送によって刑事罰を科すことが可能になって 応 しい法的責任 と,そ の制度的枠組みの構築を模
いる。 このような少年に対する刑罰の適用を拡大 索することが急務だか らである。
する動向の背景には,犯 罪には大人 と子 どもの区 連邦法およびほ とん どの州法は,犯 罪 を犯 した
別は無・く,犯 罪被害がある以上,子 どもであって 少年を,非 行少年 として少年裁判所制度の中で処
も犯 した罪の大 きさ一生 じた被害一 に応 じた責任 遇するのではな く,少 年犯罪者 として刑事裁判所
を負 うべきであるという社会の応報感情 とりわけ において裁判をし,州 刑務所への収容 も含めた大
被害者の応報感情が存在する。 人の刑罰の適用を拡大 してきている3。 このよう
これまで少年 の 「責任」について は,少 年法 な最近のアメリカにおける厳罰化傾 向を示す一例
3条1項1号 の 「罪を犯した少年」 と認定するに が,ラ イオネル ・テイ ト事件である。
は責任能力が必要か という観点からの議論 はあっ 事件は,犯 行時12歳 の少年が,6歳 の子 どもと
た1。 しかし,最近になるまで,少 年の責任の本質,プ ロレス遊びを しているときに,テ レビで見たボ
さらに犯罪行為 に対する非難可能性 としての少年 ディ ・ス ラムな どのプロレス技や,キ ックやパ ン
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チを加 えた結果,被 害者 は頭蓋骨骨折,肝 臓破裂 本稿では,大 人 の責任 とは違 う少年の責任 を,
その他の損傷を受けて死亡 したというものであっ 法的にどのように構成 しうるのか,少 年裁判所制
た。2001年 フロ リダ州裁判所は,こ の少年(裁 判 度の存在意義はどこにあるのか,と いうわが国も
時14歳)に たい して,児 童虐待の結果 として被害 また現在直面 している問題に対する示唆を得 るた
者を死に至 らしめた とい う犯罪事実を認定 した上 めに,ア メリカにおける少年司法の変遷 と少年の
で,第1級 殺人で有罪 とし仮釈放のない終身刑を 責任概念の変容を考察するものである。1か らHI
言い渡 した4。.に おいては,少 年裁判所 の創設から,適 正手続化,
1989年,ア メ リカのシカゴにおいて,世 界に先 そして厳罰化の現在 に至るまでの少年裁判所制度
駆 けて成人の刑事司法制度か ら少年 を切 り離 し,の 変遷,そ して各時代 を支 えた改革理念 と少年の
福祉的機能を担 う別個独立の制度 として創設され 責任概念を概観する。IVか らVIに おいては,少 年
た少年裁判所制度は,現 在では,独 立の少年司法 の責任概念 をめ ぐる現在の議論に焦点を当てて,
制度 を維持する必要性 という制度自体の存在意義 責任 と刑罰 に関する刑法理論・と少年の責任 との関
にかかわる根本的疑問が提起 されてお り,さ らに 係性について分析する。そ して最後にV皿において,
は有力な少年裁判所廃止論の前に晒 されているの 日本における少年の責任概念 と比較する。
である。.
1少 年裁 判 所創 設 と犯 罪 少年 の責任
このようなアメリカ少年司法の変遷は,19世 紀
後半以降100年 以上の間に変容 してきたアメ リカ1,少 年裁判所の創設
における 「子 ども観」「少年観」 に呼応す るもの アメ リカの少年 司 法政策 は,す で に19世 紀
である。むしろ,そ の時代を特徴付ける社会的文 前半 に処遇 面 において犯罪 少年 を成人 とは 区
脈の中で形成 された 「子 ども観」や 「少年観」が,別 して扱 う制度 的な試 みがスター トしていた。
各時代の少年司法改革の理念や具体的運用を特徴1825年,ニ ュー ・ヨー ク州 に おけ る少年保 護
付け,ま た正当化す る根拠 となってきた ともいえ 院(HouseofRefuge)を 噂矢 として,ボ ス トン
る5。 それはまた,刑 事司法における刑罰 と責任(HouseofRefuge),フィラデルフィア(House
の基礎理論との関係で,少 年の責任の本質をどのofReformation)と,成人 の処遇制度か ら分離 し
ように把握するかとい う問題 についてのアプロー て少年 に教育 と職業訓練等の個別的処遇 を施す
チの変遷でもある。 少年保護矯正施設の設立が相次 いでいた。手続
したがって,少 年観が構成 され変容するプロセ 面において成人の刑事司法か ら分離 ・独立 し,独
スを理解することは,少 年司法における政策や責 自の審判手続が形成されたのは,1899年 イ リノイ
任概念をめ ぐる変容のメカニズム解明の手掛か り ・州における少年裁判所創設 によってである。 そ
を提供するであろう。 の後1920年 までにはほぼ全 ての州で少年裁判所が
4少 年 は,第2級 殺 人 で 有 罪 答 弁 を して 軽 い刑 を選 択 す る司 法 取 引 の チ ャ ン ス を与 え られ て い た の だ が,彼 の 母 親 が 少年
は被 害 者 を意 図 的 に殺 害 したの で はな い とい う理 由 で 司法 取 引 を 拒 否 した。 この た め少 年 は,第1級 殺 人 一 フ ロ リダ 州 で
は第1級 殺 人 は仮 釈 放 な しの終 身 刑 が 定 め られ て い る一 で 有 罪 を 受 け る こ とに な っ たの で あ る。 しか し,こ の 終 身刑 に 対





設立 されて いる。 このような各州の少年裁判所 なり,自 分の行為が引き起 こした結果については
設立において模範 とされた基本原則が,す でにイ 道徳 的に も刑法的にも責任 がないのであるか ら,
リノイ少年裁判所法には規定されていた。その基 少年が必要 としているのは刑罰ではな く,む しろ
本原則 とは,① 少年裁判所は,16歳 未満の放任少 保護や養育そ して治療であ ると考 えたのである。
年(neglected),要 扶助少 年(dependent),非そしてこの保護が必要 な点においては,犯 罪少年
』行少年(delinquent)の ために設 けられた特別の も
,放 任少年や要扶助少年 となんら異なるところ
裁判所 であること,② 少年裁判所の 目的は,少 はないという信念があったのである9。 当時の著
「年の処罰 ではな く社会復帰にあること
,③ 事件記 名な裁判官ジ ュリアン ・マ ックの,「 このよ うな
録および審判の非公開,④ 成人犯罪者 と少年犯罪 非行少年を,放 任されている子 どもたちと同 じよ
者の分離処遇,お よび12歳 未満の子 どもを警察署 うに,聡 明で慈悲深い父親が…過ちを犯 した 自分
または監獄へ拘禁すること(detention)の 禁止,の 子 どもを扱 うように扱 うことが,な ぜ正当で適
そして⑤手続の非形式性である6。 創設者たちが 切ではない とい えよ うか」10という言葉 は,改 革
思い描いたのは,「 社会復帰理念(rehabilitative者 たちの少年観を鮮やかに表現 している。虐待 さ
ideal)」 に基づき 「子 どもの最善の利益」のため れている子 どもや,育 児放棄 されている子 どもに
に個別化 された治療的処遇を行 う,福 祉的 ・教育 対 して国家が保護的介入をする上で,子 どもの年
的機関 としての少年裁判所制度であった。 、 齢や責任能力の有無はなん ら重要な意味を有 しな
この社会復帰理念に基づ く少年裁判所が制度構 いと同様 に,最 善の利益が保護 され るべき非行少
築の礎 としたのは,第1に,国 家 による介入の唯 年に関 しても,そ の年齢や法的責任,さ らに責任
一の目的はリハビリテーションを通 して子 どもの 能力 という問題 は議論する必要 もなかったのであ
福祉の向上にあること,第2に,少 年犯罪者は法 る。
的に非難 され るべき(culpable)犯 罪者ではな く,
む しろ両親等の誤 った指導で道を踏み外 した子 ど2 .「青年期」の社会的形成 と子ども期への包摂
もである,と いう前提であった7。 責任のない存在 としての少年 を思い描いた少年
少年の法的責任 に関 しては,ア メ リカの当時の 司法制度の基底には,少 年 は大人 とは本質的に異
少年裁判所設立運動は,少 年 は合理的な判断能力 な り肉体的にも精神的にも未完成な存在であると
がなく刑法が予定する道徳的責任能力を欠いてい い う,19世 紀後半の社会的文脈の中で形成 された








Ethic:&PublicPolicy323,324(1991).この 点 に 関 し て は,む し ろ,少 年 裁 判 所 制 度 の 主 要 な 関 心 は,犯 罪 少 年 で は な く,
不 良 ・浮 浪 少 年,被 虐 待 ・ネ グ レ ク ト児 童 に あ り,こ れ ら の 年 少 問 題 児 童 ・少 年 群 と そ の 非 刑 事 的 取 り扱 い 方 式 の 中 に,
犯 罪 少 年 を い わ ぼ 強 引 に 取 り込 ん だ の で あ る と い う指 摘 が あ る 。森 田 明 『未 成 年 者 保 護 法 と現 代 社 会 一 保 護 と 自律 の あ い だ 』
有 斐 閣(1999年)260頁 。
10JulianW.Mack,TheJuvenileCourt,23HarvardLawReview.104,107(1909).
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19世紀後半までは,英 米法領域において子 ども 外郭は,新 たに発見ないしは創造 された成人期前
は大人の所有物か 「小 さな大人」(ミ ニチュア大(pre-adulthood)すなわち青年期(adolescence)
人)の いずれか として扱われていた。5・6歳 以 にまで拡張されてい く。 「青年期」 という言葉 は
下の子 どもたちは両親の所有物 として,他 の所有 実際にはこの時期に発明されたわけではないが,
物 と同様に所有者の裁量によって扱われる存在 と 、19世 紀後半 になるまではほとん ど用 いられ ること
みなされ,子 どもが5・6歳 を過ぎると,今 度 は,は な く,10代 の少年が持つ固有の特質について関
労働の責任 も含めて大人が持つほ とんどの責任 と 心が向けられることはほとんどなかった。 ところ
い くつかの権利を持つ法的な人格 とみなされてい が19世 紀末 には,子 ども期の属性が,わ ずか数十
たll。 年前 までには 「小さな大人」 として大人 と区別 さ
ところが19世紀 における産業化 という社会変動 れることのなかった青年期の少年にまで適用 され
の過程で,未 熟練労働力ではな く,学校教育 によつ るようになったのである。10代の少年は,「子 ども」
て養成 された人材が必要 とされるようにな り,こ であ り,可 塑性があり,一 人前の大人に成長する
れまで労働力 と看傲されてきた 「小 さな大人」は,ま では大人に依存す る存在であ り,大 人の指導や
む しろ大人の役割 を担 うようになるまでの準備期 教育や抑制を必要 としていると看倣 され,青 年期
間 として,そ して社会的 ・経済的に親に依存する はいまやパターナルな大人の配慮や保護の客体 と
存在 として位置づけられるようになった12。子 ど なった。そして,児 童労働保護法,義 務教育,そ
も期 と大人期 との間に労働 を免れた準備期間 とし して少年裁判所制度の実施を通 して,少 年の成長
ての 「青年期」という中間期が生 まれたのである。 発達を保障することが,国 家の責任 となったので
他方で,子 ども期の学問的研究領域においては,あ る1;。
子 どもが生来的および本質的に大人 と異なるとい 以上のように,19世 紀末か ら20世紀初頭にかけ
うことに重点をおかれるようになった。当時のい て青年期が創出されたとき,青 年期は子1ども期 と
わゆる 「児童研究(child-study)」 運動 は,子 ど いう周知のカテゴリーに吸収された。子 ども期 と
も期が,特 有の情緒,能 力およびニーズを持った 青年期 とは,よ り大 きな分類一それは彼 らが成人
ライフステージを構成するという思想に基礎をお に似ているというよりむしろ,そ の本質 とニーズ
くものであった。 において幼児により似ていると考えられる分類一
学問的関心および政府の政策関心が子 ども期 の下位分類 とみなされたのである14。
に集中するのと平行 して,子 ども期 という時間の
11JohnWhitehead&StevenLab,JuvenileJustice29-30(4thed.2003).
12F・ ア リ エ ス(杉 山 光 信 他 訳)『 子 供 の 誕 生 』 み す ず 書 房(1980),徳 岡 秀 雄 『少 年 司 法 政 策 の 社 会 学 一 ア メ リ カ 少 年 保






78-88(Summerl975).義務 教 育 法 は,州 議 会 を 通 過 し施 行 さ れ る の が 急 増 した 。 豆900年 か ら1930年 の 間 に,高 等 学 校 卒 業
者 の 数 は600パ ー セ ン ト増 大 し て い る 。 同 時 に,立 法 者 は,労 働 の 最 低 年 齢 制 限 を 設 け,労 働 時 間 を 制 限 し,労 働 条 件 を 規
制 す る 児 童 労 働 法 を公 布 し て い る 。結 果 と し て,有 償 雇 用 さ れ て い る10歳 か ら 且5歳 の 人 数 は,1910年 か ら1930年 の 間 に75パ ー
セ ン ト減 少 し て い る 。 早 い 結 婚 を 抑 制 す る た め に,結 婚 可 能 年 齢 も 引 き 上 げ ら れ た 。
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3.法 的責任のない存在としての少年概念と少年 責性を軽減するものとしてではな く,刑 事責任を
犯罪の 「非犯罪化」 完全に免除すべきであると考 え,そ のための法的
コモ ン ・ローにおいては,7歳 未満 の子 ども 枠組みを創出 したのである16。む しろ,改 革著た
は,自 分の行為の違法 を理解 す る能力を欠 くと ちは,犯 罪の原因は,近 隣,家 族 親の育て方な
いう理由で,未 成年者の抗弁(infancydefense)ど少年を取 り巻 く社会環境にあると考えた。非行
に基づ きその犯罪行為については刑事責任 を完 は,貧 困,育 児放棄や都会の荒廃 といった社会的
全 に免除 されてきた。7歳 と14歳 の問に.ついて 病弊によってもたらされる病気であるとみなされ
は,法 は刑事責任能力について反証を認める推定 た17。それゆえ非行は,子 どもが国家の保護的介
(rebuttablepresumptionofincapacity)を 定めて,入 を必要 としているということを示す徴候 とみな
検察官が,行 為の違法を理解できたことを立証す されていたのである。
れば有罪とされ大人 と同じ刑罰が科せ られた。そ 刑事裁判所か ら分離 された少年裁判所 の 目標
して14歳 以上の子 どもは完全な道徳的能力を有す は,非 行少年は犯罪者 としてではな く保護 を必
るもの として扱ってき15。 したがって,コ モン・ 要 としている子供 として扱 うこと,そ れは少年犯
ローの裁判所は,子 どもであっても刑事責任能力 罪の 「非犯罪化(decriminalization)」 を意味 し,
を認められた者に対 しては,大 人の犯罪者 と同じ 処遇 において 「刑罰で はな く保護」Ifを与 えるこ
手続によって大人 と同じ刑罰を科 してきたのであ とに制度の存在意義があった。 このため,犯 罪少
る。 年 という言葉 に代えて非行少年(delinquent)と
しか し,19世 紀末から20世紀初頭にかけて,上 いう用語 を使用 し,罪 のない子 どもたちの外郭を
述のように 「子 ども期」の概念が再構成 され,よ7歳 から16歳,そ して18歳 にまで拡張 して,刑 罰,
り包括的な青少年政策の一翼を担って創設 された 非難そして責任 という刑法の領域から彼 らを切 り
少年裁判所は,そ れまで大人 と同じ完全な責任能 離そうとしたのである。
力を有するとされてきた 「青年期」の少年 を,「子
ども期」の下位概念 として分類す ることによって,4.法 的責任のない存在としての少年概念を支え
道徳的 ・法的責任がない存在 という前提を築いた た理論
のである。「青年期」の少年は,大 人 と比較す る この責任のない存在 としての少年を支える理論














スタンレー ・ホールなどの心理学における青年 力によって非行は生み出されるのであるか ら,少
期研究によって,青 年期 は,外 見 は成熟 している 年の行為はなん ら道義上の結果 を伴 うものではな
ように見えても,内 面は自己の思考をコントロー く,処 罰すべきではないとしたのである。 このよ
ルできるほど大人ではな く,ま だ心理 ・生理学的 うに,決 定論 は,初 期の改革著 たちが少年を道徳
には未成熟な発達段階にあることが主張 された。 的 ・法的責任か ら解放することを可能 にしたので
7歳 未満の幼児でもな く,し かも大人ではない中 あった。
問期である 「青年期」の成立に科学的裏づけが与
えられた ことによって,大 人 と推定 して責任を問5.少 年裁判所の理念と法的根拠
うことか ら少年 を守る理論的根拠が提供されるこ 非行を家庭関係 ・社会背景が生み出 した病気 と
とになったのである19。 捉 える改革者 たちが構想 した少年裁判所制度 は,
法的責任のない存在 とい う少年概念の理論的基 刑事裁判 とは異な り,「犯罪行為(offence)」 で
礎 となったもう一つの理論 は,19世 紀後半に台頭 はな く 「犯罪行為者(offender)」,す なわち個々
してきた実証主義犯罪論である20。それまでの 自 の非行少年がおかれている状況に個別 的かつ事
由意思 と完全な責任能力を前提 として犯罪者の黄 門的な関心を向け,そ れによって非行に至った原
任を追及 した古典学派に代わって,19世 紀後半か 因を解明 し適切 なリハビリテーションを行 うこと
ら台頭 してきた実証主義犯罪学は,犯 罪者のコン を,そ の基本理念 としていた21。つま り少年裁判
トロールを超えた決定要因に犯罪行為 の責任があ 所の指導理念 は,社会復帰 と,司法の個別化にあっ
るとした。すなわち人間の行動 は,遺伝的・心理的・ た。そ して,こ の指導理念に基づ く少年裁判所制
社会的要因等によって決定されているという決定 度 に理論的 ・法的根拠 を与えたのが,パ レンス ・
論を前提 に,行 為者の自由な意思を否定 し,犯 罪 バ トリエ(国 親)思 想であった22。パ レンス ・バ
行動の原因を解明 しようとしたのであった。そし トリエ という概念は,イ ングラン ドの衡平法裁判
て,改 革者はこの決定論 を少年犯罪に当てはめ,所 に由来 し,親 のいない子 どもや,後 見 を必要 と
犯罪を犯 した少年たちは,自 発的に行為す る能力 す る未成年者の資産や未成年者 自身を,国 親(パ
を欠 くのだから 「犯罪者」ではないというフィク レンス ・バ トリ.エ)と しての国王の委託 を受けた
ションを創造 したのである。すなわち,少 年犯罪 大法官裁判所(CourtofChancery)が,親 に代わっ
の原因は,少 年の家庭生活の問題や,社 会的 ・経 て子 どもを保護するとい う法理であった。パ レン
済的階級や,肉 体的条件や精神的条件 にあるとす ス ・バ トリエという中世の法理が,19世 紀末にお
る。非行 は,貧 困,育 児放棄や都会の荒廃 といつ いて,放 任少年,要 扶助少年,非 行少年にたいし
た社会的病弊によってもたらされた一種の病気で て福祉的 ・教育的な機関 として国家が介入する少





Scott,supranote5at294;徳岡 ・前 掲 注12・124,144頁 。
21Mack,supranote10at119-120;Howell,supranote18atl2.
22Singer,supranote18at32.;徳岡 ・前 掲 注12・75頁 以 下 。
31
として新たな意味を持つ ようになったのである。 て創出された。 しか し,時 代 とともに,「 非行少
年」 とい う言葉が,著 しいマイナスの社会的評価
D少 年裁 判所 の適 正手 続 化 と少 年 の責任
が付着す るラベル となったのである26。ラベ リン
1.パ レンス ・バ トリエ批判 グ論者 たちは,ス テイタス ・オフェンス(status
しか し,1960年 代 になると,少 年裁判所制度にoffense)27に まで強 い社会的非難 と社会的不利益
対す る批判がさまざま方面か ら表面化 して くる。 を伴 う非行少年の レッテルを貼 ることに否定的な
1960年 代に始 まり1970年 代に続 くこの時期の批判 見解を明らかにし,む しろそのような事件には司
は,少 年の 「責任」概念に直接向けられたもので 法機関が介入すべきではない ことを主張 したので
はな く,少 年の 「権利」 「人権」の観点か ら,主 ある。
として少年裁判所手続の裁量性 ・非形式性に向け 少年裁判所創設者たちは,道 を踏み外 した子 ど
られたものであった。 もたちの最善の利益を図る個別化 された司法にお
少年裁判所裁判官やプロベーション職員等の人 いては手続上の諸権利 は必要ない として,非 形式
材不足 と,収 容施設の不足 に加えて,裁 判官は少 性 と裁量性を中心に手続を構成 した。 しか し,保
年の保護 よりも処罰に強い関心を持ち,収 容され 護 より処罰を優先 し,実 質的には刑罰 と変わらな
た施設での処遇は刑務所 と変わ らず,少 年裁判所 い施設処遇の現実を前 にして,パ レンス ・バ トリ
が非行少年を更生 させるとい うパ レンス ・バ トリ エ,す なわち州政府が親代わ りになって子 どもの
エに象徴 される公約を果た してはいないことが明 保護 ・治療 をするとい うパ ターナ リズムへの信頼
らかになってきたからである23。また,統 計上の が揺 らぐとともに,手 続上の諸権利や手続の形式
再犯率の高さは,施 設での保護処遇 によって少年 性 の必要が認識 されるようになったのである。
を更生させるという社会復帰理念が失敗 している この少年裁判所批 判において主導的役割 を果
ことを裏付けていた24。 た したのが,連 邦最高裁判所 の一連の判 決であ
さ らに,1960年 代,ラ ベルの逆 説的効果 を主 る。1966年 ケン ト判決28において最高裁は,初 め
張す るいわゆるラベ リング論が台頭 した ことの て少年に対するデュー ・プロセスの保障の観点か
影響 も大 きい25。確かに少年裁判所創設当初にお ら手続の非形式性への批判 を表明 した。翌1997年
いては,「 非行少年」 という概念は 「犯罪者」 と ゴール ト判決29は少年裁判所 におけ る適正手続保




.24た と え ば,InreGault,387U.S.1,22(1967)は,StanfordResearchInstituteofthePresident'sCommissionon
CrimeintheDistrictofColumbi2を引 用 し て,1966年 度 は,少 年 裁 判 所 に 装 置 さ れ た16歳 と17歳 の 少 年 の66%が 再 犯 者 で
あ る こ と に 言 及 し て い る 。
25Howell,supranotel8at15-16;藤本 哲 也 編 『現 代 ア メ リカ 犯 罪 学 事 典 』 勤 草 書 房(1991年)328頁,徳 岡 ・前 掲 注12・
189頁 以 下 。
261nreGault,387U.S.1,23(1967).
27家 出,浮 浪,怠 学,不 良 交 遊,望 ま し く な い 場 所 へ の 出 入 り な ど,成 人 が 行 っ て も 犯 罪 を 構 成 し な い が,少 年 の 場 合 の




判決30が少年裁判所の非行事実認定 においても刑 な裁量権が,少 年に与 えられる介入 ・処遇の期間
事裁判所 の有罪認定 と同様 に 「合理的疑いを超え や種類において不平等 な結果を引き起 こしている
る証明」が必要であると判示 した。さらに1975年 ごとが調査によって明らか とな り,こ の手続の不
ブリー ド判決31において,少 年手続にも刑事裁判 平等性,不 公正さに対 して,連 邦最高裁を初め と
と同様に 「二重の危険の禁止」が及ぶことを示 し す る少年裁判所批判が集中 したのであった。
た。 この一連の連邦最高裁判決によって,成 人の だがそれに加 えて,フ ォータス判事が指摘す る
刑事手続で保障 されてきた適正手続の保障が少年 ように,た とえ 「レシー ビング・ホーム(receiving
裁判所にも適用 されることが明 らかにされたのでhome)」 や 「授産 学校(industrialschool)」 と
ある32。その理由を,ゴール ト判決においてフォー いう名称を用いて保護的 ・教育的性格を強調 した
タス判事は以下 のよ うに説明 している。「少年裁 として も,少 年収容施設が少年の自由を制限 し,
判所制度は,パ レンス ・バ トリエに基づき,『 刑 慣 れ親 しんだ環境や家族 ・友人たちか ら強制的
罰ではな く保護』を与 えるのであるからと,刑 事 に引き離さすとい う少年の人権に対する侵害を伴
手続で保障されてきた諸権利を否定 してきた。 し う処遇であることが明確に認識されるようになつ
かし,そ の動機がいかに善意に基づ くものであっ た ことの意味 も大 きい34。そして,少 年裁判所 に
た として も,手 続の非形式性 ・裁量性 よ りも,よ る保護処分が処遇内容において もスティグマの
デュー ・プロセスに基づ く保障のほ.うが,子 ども 点においても実質的には刑罰類似の性質を有する
にとっては有益である。わが国の憲法の下では,こ とが認識 されたことによって,む しろ子 どもの
子 どもであるというだけでカンガルー ・コー トを 最善の利益 という社会福祉機能 と国家の利益であ
正当化す るものではない」33,と。 る犯罪統制機能 とが対立 しうるものであることが
少年の個別化 された処遇のためには手続の裁量 明確化され,少 年裁判所制度の前提 となる基本理
性 と非形式性 とが不可欠とされていた。パ レンス・ 念や,法 的責任は無い という少年観そのものが揺
バ トリエ法理 と社会復帰理念の下では,国 家の利 らぎ始 めたのである。
益は子 どもの利益 と同義 と考えられたので,少 年
裁判所管轄下における子 どもたちには,手 続的保2.少 年裁判所の刑事裁判化
障が不要 と考えられていたので,設 立当初は,手 上記の一連の連邦最高裁判決の登場により,成
績の裁景性 と非形式性 に問題があるとは考えられ 人の刑事手続で保障されてきた適正手続の保障が
てはいなかった。 しか し,こ の少年裁判所の広範 少年裁判所にも適用されることと,少 年処遇 と刑
301nreWinship,397U.S.358(1970).
31Breedv.Jones,421U.S.519(1975).
321971年 マ ッキ ーパ ー判 決 に お いて,最 高 裁 は,少 年 裁 判 所 手続 に陪 審 裁 判 を導 入 す る こ とにつ いて は 否 定 し,デ ュー ・
プ ロセ スの 少年 手続 へ の適 用 に も一 定 の 限 界 が あ るこ とを示 して い る。Mckieverv.Pennsylvania,403U.S.528(1971)
少 年 裁 判 所 は,刑 事 裁 判 とは 異 な るの で,修 正6条 が保 障 す る陪 審 裁 判 を 受 け る権 利 は及 ば な い 。 む しろ,陪 審裁 判 は,
刑 事 裁判 の対 審構 造 の持 つ 「遅 延 形 式性,喧 騒 」(de[ay,formalityanddamor)'をもた らすだ けで,必 ず しも正確 な事
実 認 定 を 可能 に す るわ けで は な い と した。 マ ッ キー パ ー判 決 の意 義 は,ゴ ー ル ト判 決 の デ ュ ー ・プ ロセ ス保 障 は無 制 約 で
はな い こ とを明 確 に し,伝 統 的 な少 年 審 判 の 柔 軟 性 と保 護 主義 と,デ ィ ー ・プ ロセ ス保 障 との間 の 調 和 を 図 ろ う と した点




罰 との類似性が明確化されたことによって,少 年 している36。
司法制度は大きな改革を迫 られることになった。 しかし,少 年裁判所制度 は改革者たちの意図 と
この時期の少年裁判所改革は,適 正手続保障 は異な り,手 続の改革によって少年司法制度 の理
の導入 と,ス テイタス ・オフェンスを少年司法か 念 と強制的処遇の目的の変容を余儀ない もの とし
ら除外する不介入主義によって特徴付けることが た。処遇決定手続の公平性 ・平等性が強調 され る
できよう。1962年,ニ ューヨーク州家庭裁判所法.に したがい,個 々の少年の特殊状況に応 じて個別
は,非 行概念からステイタス ・オフェンスを除外 化された司法 ・処遇ではな く,む しろ平等で公正
して,別 個の 「監督を要す る者(personitneedな犯罪者の処遇 といった実体的問題に関心が集中
ofsupervision)」 とい う概念 を設けてステイタス・ し始め,そ の結果,「 行為者」 ではな く 「行為」
オフェンスのための別の手続を新設 した。他の州 が少年裁判所の処遇決定 において中心的要因 と
においても,同 様の改革が行われ,1970年 代には なったのである37。
全米の約半数の州で,ス テイタス ・オ フェンスが フェル ドが指摘 す るように,ゴ ール ト判決等
非行概念から除外され,拘 禁が制限されるように 一連の最高裁判決は,意 図 しなかったが不可避的
なって,80年 代になると古典的な 「非行」の定義 に,少 年裁判所を創設者たちが構想 した社会福祉
を維持す る州はわずかに限定されることになった 的機関から,刑 事司法制度の副次的な機関へと変
35。 これによらて,非 行少年からステイタス ・オ 容させたのであった38。非行事実の決定手続にお
フェンダーは切 り離 され,非 行少年は今や犯罪少 ける刑事手続的形式性を強調 した ことによって,
年だけになったのである。 最高裁 は少年裁判所における審理手続の焦点を,
ところが,連 邦最高裁判決が及ぼ した影響は,パ ターナリスティックな少年 の最善利益 の判断
手続的権利の保障とステイタス ・オフェンスの非 か ら,む しろ犯罪事実の証明へ と移行 させたので
行概念からの除外 にとどまらなかった。 ある。 さらに,最 高裁が,こ れ まで曖昧にされて
そもそも連邦最高裁判決を初めとする少年司法 きた犯罪行為 と国家の強制的介入 との関係性 を明
改革著たちが企図したことは,少 年司法の基底に 示的なもの とすることによって,少 年に対する処
ある社会復帰理念 には変更を加えることなしに遭 遇が制裁 としての実質を有することを明 らかにし
正手続を導入すること,そ してそれによって少年 た。皮肉な ことではあるが,ゴ ール ト判決 とウィ
司法の非形式性 ・裁量性に由来する不平等や不公 ンシップ判決が少年裁判所 における刑事手続的保
正を回避することにあった。例えば,ゴ ール ト判 障を強調 したことが,少 年犯罪者 に対するより懲
決では,少 年手続のデュー ・プロセス化によって 罰的な処遇を正当化する契機 になったのである。
手続的形式性が強化されても,社 会復帰理念を基
礎 にした個別的処遇 という少年裁判所 の基本構造3.大 人の責任 と子どもの責任の相対化







人 とは質的に異な り,社 会的 ・経済的にも大人に 任を負 うのに必要な道徳的な判断能力 と自己抑制
依存する存在であ り,心 理的 ・生理的に未成熟な 能力を持っている。 したがって,自 己の犯罪行為
子 ども一子 ども期 と大人期 と中間期である青年期 の責任 を負 うべきであるのみならず,責 任 を負 う
も含めて一には道徳的 ・法的責任を問 うことはで ことは大人になるために重要な準備で もあると主
きないという理解を前提 として構成されていた。 暖 した。ただ,ま だ未成熟であるので,少 年が犯
少年裁判所は刑事裁判所から分離された独立の福 ・ 罪を行 う意思決定をした としても,有 責性 は大人
祉的機関 となり,少 年裁判所管轄下にある非行少 より低 くしたがって刑罰 もより軽減されるべきで
年は犯罪者 としてではなく保護の対象 とされ,刑 あると考えられていた。すなわち,公 正 さと罪刑
罰,非 難 そして責任 という刑法の領域か ら切 り離 均衡原則の下では,処 遇は犯罪の重大性を基礎に
されてきた。 すべきであり個々の犯罪者の特徴を基礎にすべき
ところが1960年 代になると,大 人 に依存 し保護 ではないが,少 年 の限定責任能力(diminished
される客体としての少年は,大 人 と対等平等 に自responsibility)の ゆ え に,処 遇 期 間 は少 年 に
己決定権や意思表明権 などの基本的人権 を享受す ついては軽減 され るべきである と考 えられてい
る主体 としての少年へと変容 し,少 年観は180度転 たのである40。
摸することになる。特に1960年 代 以降の連邦最高 少年は,も はや少年裁判所創設者が前提 とした
裁判決によって,「子どもの人権」に関す る変革が 法的責任の無い存在 とは看徹 されな くなった。 し
もたらされた。少年手続における適正手続保障ばか か し,青 年期の未発達 ・未成熟性ゆえに成人より
りでなく,プ ライバ シー権 ・自己決定権や,意 見 も軽減 された責任 を負 う存在であると考えられて
表明権(表 現の 自由)が,成 人 と同様に子 どもに いた。成人犯罪者 と少年犯罪者 との責任の差異は
も憲法上保障されることが確認 されたのである39。 相対化されてはいたが,今 日のアメリカにおける
この保護の客体か ら権利の主体 としての少年観 厳罰化の主張に見 られるような,大 人 と同等の責
への転換は,大 人 と子 どもとの差が絶対的な もの 任 と刑罰の主張ではなかった。
ではなく,相 対的なものであるという認識 をもた しか しなが ら,社 会復帰理念に基づ く少年裁判
らした。それは権利においてのみならず,責 任に 所制度がこれまで依拠 してきた,① 国家による介
おける相対化にも繋が る。 入の唯一の目的はリハビリテーションを通 して子
ゴール ト判決以降の改革者たちは,少 年裁判 どもの福祉の向上にあること,② 少年犯罪者は法
所創設者たちが創出 した少年犯罪者を責任のない 的に非難されるべき犯罪者ではなく,む しろ両親
子 どもとする観念 を排斥 した。少年犯罪者は,ま 等の誤った指導で道を踏み外 した子 どもであると
だ完全には成熟 してはいないが,犯 罪行為 の貴 いう前提は,1960年 代か ら1970年 代にかけての少
39子 ども の言論 の 自 由 につ い て,Tinkerv.DesMoinesCommunitySchoo1District.393U,S.503(1969);プライバ シ ー
権 に つ い て,PlannerParenthoodv.Canforth,428U.S.52(1976);自己決 定 権 に つ い て,CareyVPopulationService:
Internat重onal,431U.S.678(1977).フォ一 夕ス 判 事 に よ る ゴー ル ト判 決 とテ ィ ンカ ー判 決 の二 つ の判 決 を分 水 嶺 に して,
パ タ ー ナ リズ ム へ の イ デ オ ロ ギ ー批 判 が 広 が り,「 子 ども も大 人 と同 じ権 利 の主 体 」 「自律 的 権利 の主 体 」 で あ る とい う観
点 か ら再 構 成 され,20世 紀 アメ リカ 児 童 法 の潮 流 が 「保 護 か ら 自律 へ 」 とに 向か っ てい く変 動過 程 と背 後 に あ る社 会 構 造




年法改革 によって,こ れ以降 崩壊への道を辿る 景 にした量刑の不均衡や不定期刑等の刑事司法行
ことになるのである。 政 の裁量性に対 して公正の観点か ら厳 しい批判が
行われた。また犯罪増加や刑務所暴動が一つの危
皿
の謝 アカウンタビリティと犯罪少年 機として問題脚 その・とが犯罪統制手段と
しての 医療 モデ ルの有 効性 を疑 問視 させ た42。 こ
1.社 会 復帰 モデルか ら ジャステ ィス ・モデルへ の ことが,そ の後,医 療モデ ルが衰 退す る主 た る
の転換 原因 となる。
1970年 代後半 にな る と,少 年 司法 は これ まで の 加 えて,多 くの論者 が指摘 す るよ うに,医 療 モ
保 護主義 か ら厳罰 主義 へ と方 向転換 してい く。 こ デ ル衰 退へ の ター ニ ング・ポイ ン トとな ったのが,
れ は,改 革者 たちが意 図 した もので はないが,改 マ ーテ ィンソ ン(R.Martinson)に よって書 かれ
革:に よって結果 的 には少年裁判所 制度 の前 提 その1974年 に公 刊 された"WhatWorks?:Question:
ものが揺 らいだ こ とに起 因す るもので あ る。 そのandAnswersaboutPrisonReform"43と題 した論
上,犯 罪学 や刑事司法 を含 めた全 体的 な視 野 で見 ・ 文 の発 表 であ った。論 文の要 点 は,現 在 まで社 会
た とき,こ の方向転換 の背景 に は刑事 司法 制度 に 復帰 プログ ラムの中に は犯罪者 の再 犯 防止 とい う
おけ る司法 モデル の変化 が あった。 観 点か ら見 て 「有効 な もの は何 もない」(nothing
l9世 紀末 に少年裁判所 設立 の基 礎 とな った のはworks)と い うこ とに ある。 マ ーテ ィ ンソ ンが 口
社 会復 帰 モデ ル で あ った。犯 罪 者 の社 会 復 帰 の 火 を切 り,そ れ に続 い た社会復 帰 プ ログ ラムの効
可 能性 に対 応 す る処 遇 方法 の 「個 別化 」 を鍵概 果 測定 を め ぐる論争44は,社 会復 帰 プロ グ ラム に
念 として刑事 司法 システ ムの構 造 を再構築 し,犯 対 す る否定 的 ・懐 疑 的評価 が,学 界,政 策決 定者,
罪 の 「原 因」 の科学 的探究 と,犯 罪者類 型 に従 っ さ らには世 論 において も受容 され支 配 的見解 とな
た処 遇態様 の多様化 を志 向す る刑事 司法 アプロー る とい う決 着 を見 た。他方 で,政 治の局面 にお い
チで あ る。1970年 代 半 ば まで は,社 会 復 帰 モ デ ては保 守主 義の復 活に伴 い 「法 と秩 序」政 策 が強
ル,お よび その一形 態で あ る医療 モデル(medical調 され る ようたな り,社 会復 帰 モデ ルは衰退 した。
model)が,支 配 的な アプロー チで あった。 医療 代 わ りに登場 し主流 となった のが,フ ォ ックス,
モデル とは,刑 事 司法 システムの構造 を,医 療 シ フ ォー ゲル,フ ェル ドな どの リベ ラル派 に よっ て
ステ ム(特 に精神 医療)の 構造 とのアナ ロジーに 主 張 され た 「正 当な応 報 」(justdesert)な い し
おいて捉 え,犯 罪(「 病気 」)の 原因 を科学的 に探 はジ ャステ ィス ・モデル(justicemode1)で あ る
求 し,犯 罪者 を社会 的 に適応 させ るため に有効 な45。 その主 張 の要点 は,司 法 は,犯 罪者 の 社会 復
処遇(「 治療」)技 術 を開発 し用 いる とす る,.社 会 局 を任 務 とす るの で はない,「 ただ 正義 を行 うご
復帰 モデ ルの一つ の形 態 であ る41。 と」(doingjustice)に 集 中 す べ きで あ る とい う
ところが1960年 代後 半 か ら,人 種差 別問題 を背 点 に あ り,ア カ ウンタ ビリテ ィ(accountability),
41藤 本 ・前 掲 注25・279-80頁 。
42藤 本 ・前 掲 注25・280-82頁 。
43"WhatWorks?:QuestionsandAnswersaboutPrisonReform",ThePublicInterest,Vol.35,1974.




期 刑 の 採 用(determinatesentencing),刑 罰 どもか ら少年のアカウンタビリティへ,非 行少年
(punishment),量 刑 に関する裁量 の制限を強調 の社会背景やニーズに対応する個別化 された司法
した4f。 から犯罪行為を基礎 とした制裁へ,少 年司法の指
導理念 は急速に変容 していくのである48。
2.ジ ャスティス ・モデルに基づ く少年司法改革 このような指導理念の変容は,① 少年法の目的
と厳罰化 規定の改正,② 定期刑の採用,③ 量刑の下限設定
ジャスティス ・モデルは,自 由意思を認めない(mandatoIyminimumsentencing),④混 合 刑
実証主義的な決定論的人間観 を否定する。 また,(blendedsentencing)一少年犯罪者 に,少 年 の
行為者や犯罪原因で はな く,犯 罪行為を重視 し,矯 正処遇 と成人の矯正処遇のいずれか選んで,ま
犯罪行為の重大性 と犯罪歴に応 じて量刑判断を正 たは双方の処遇 を科す ことができる刑一 の導入,
義 と看徹す。 このことは,少 年の家庭 ・社会背景 ⑤少年裁判所管轄の修正(少 年裁判所の管轄権の
を調査 し,そ の非行に至った原因を解明し適切な 放棄 ・除外,移 送年齢 ・移送事件の拡大),と い
リハビリテーションを行 うことを目的 とし,「犯 う形で法改革のなかで具体化 されてい く。
罪行為」ではな く犯罪 「行為者」 に強い関心をむ 第1の 少年法目的規定の改正に関 しては,1997
ける制度 として創設された少年裁判所制度その も 年の時点で,25%以 上の州が少年司法の目的規定
のの根底を揺るがす司法アプローチであることを を見直 し,社 会復帰や子 どもの最善の利益 という
意味す る。 理念から,社 会防衛 応報,刑 罰,少 年のアカウ
少年司法における従来 の社会復帰モデルか ら ンタビリテ ィを強調するものに目的規定を修正 し
ジャスティス ・モデルへの移行4"rは,1970年 代後 ている49。その典型的例が,ワ シン トン州法の改
半から1980年 代 にかけて,連 邦 および各州の少年 正である。1977年,ワ シン トン州'はパレンス ・パ
司法政策 ・法改革の中に顕著に現れて くるように トリエを否定 し,「正当な応報」 の観点から少年
なる。保護から刑罰へ,社 会復帰(rehabilitation)裁 判所制度 を再構成するため少年法を全面改正 し
45同 じ く社 会 復 帰 モ デ ル を 批 判 し た 威 嚇 抑 止 論 は,犯 罪 抑 止 が コ ミ ュ ニ テ ィ の 安 全 を 保 障 す る の で あ っ て,量 刑 は リハ ビ
リ テ ー シ ョ ン で は な く 犯 罪 抑 止 と 無 害 化(incapacitation)を強 調 す べ き で あ る とす る 。 司 法 制 度 は ,犯 罪 者 を 社 会 復 帰





47ア メ リ カ 法 曹 協 会(AlnericanBarAssociation)と司 法 研 究 所(lnstituteofJudicia[Administration)の共 同 委 員 会
は,1980年,少 年 司 法 の 社 会 復 帰 モ デ ル に 変 え て ジ ャ ス テ ィ ス ・モ デ ル に 基 づ き 少 年 司 法 を 再 構 成 す べ き こ と を 提 唱 し て
い る 。InstituteofJudicialAdministration/AmericanBarAssociationJointCommissiononJuvenileJusticeStandards,
StandardsRelatingtoDisposition:22-30(1980).また,少 年 司 法 お よ び 非 行 防 止 に 関 す る 全 米 諮 問 委 員 会(TheNational
AdvisoryCommitteeforJuvenileJusticeandDelinquencyPrevention)は,少 年 司 法 運 営 基 準 に お い て,少 年 裁 判 所







た50。定期刑の採用,有 罪答弁,検 察官の直接起 少年裁判所の管轄権の放棄 ・除外,移 送年齢 ・移
訴を初め とした改革は,全 米各州の中でも最も徹 送事件の拡大である。
底的な改正 と呼ばれて,し ばしば新 しい少年裁判 伝統的な少年裁判所制度においては,少 年が保
所理念 を具体化 したもの として引用され,ワ シン 護的処遇に適応 しないと判断 した場合には,少 年
トン ・システムは全米の少年裁判所制度改革のモ の管轄権を放棄することができた。 この保護処遇
デル として広 く知 られているところであった51。 適応性(amenabilitytotreatment)と い う概念
その基本的理念の変化は,「 自分の犯罪行為 にっ は,少 年裁判所がその管轄権 を放棄 し刑事裁判所
いて少年 犯罪者 に責任 を問 う(accountable)」 に移送することを正当化する機能を果たす と同時
こと,お よび 「年齢,犯 罪そ して犯行歴に応 じた に,独 立の少年裁判所の存在を正当化す る機能 も
刑罰」を与えることという改正法規の目的規定に 果たして来た。そして,そ こにおいては少年の非
顕著に見て取ることができよう52。 難可能性(blameworthiness)と い う刑法の責任
処遇の個別化を目指す社会復帰モデルにおいて 概念 は介在する余地はなかった54。しか し,今 日
は,裁 判時には施設収容の大枠だけを決定 して,で は,ほ ぼすべての州が,保 護処遇適応性で はな
処遇終 了の時期 については処遇機関に委ねる不定 く,犯 罪行為の重大性,非 難可能性 を基準にして
期刑が処遇において中心的役割 を果 たしていた。 少年裁判所か ら刑事裁判所 への移送 を可能 とし,
しか し,こ の少年の処遇においても,1997年 の時 また移送事件を拡大するための法改正を実施 して
点で,ほ ぼ半分の州が,個 々の少年のニーズでは いる。それは,少 年の暴力犯罪に対する社会不安
な く,犯 罪行為の重大性を基礎 として決定する定 を背景に厳罰化(gettough)を 求める潮流の中で,
期刑ないしは量刑の下限を定める規定を設けるよ 少年犯罪者を成人の刑事手続によって裁判 し成人
うになっている53。すなわち,こ のことは,こ れ の刑罰を科すことを可能にす るためといえよう。
までの社会復帰モデルから,裁 判所や矯正当局の 制度や運用の詳細 は各州の規定 によって異な
裁量権の及ぶ範囲を最小限に狭める「正当な応報」 るが,① 少年裁判所 による管轄権放棄(judicial
ないしジャスティス・モデルへの転換を意味する。waiver),② 立法による少年裁判所管轄権の除外
この時期の少年司法改革を最 も特徴的づける改(legislativeoffenceexclusion),③検察官による










53Feld,supranote38at83.22州が,犯 罪 行 為 を 基 礎 と して 量 刑 基 準 を 定 め る 規 定 を 設 け て い る 。 例 え ば,ワ シ ン ト ン 州





する一般的パターンであり,州 によってはこれら 政策が進め られているのが現状である。
を複合的に適用 しているところもある55。① の管
轄権放棄は,前 述のように以前より実施 されてい3.少 年観の変容 と少年の責任
たものであるが,こ の時期の改革によって,移 送 自らの行為が引き起こした結果については完全
の最低年齢の引き下げや,一 定年齢以上の少年や な責任を負うという意味でのアカウンタビリティ
重大犯罪を犯 した少年の移送を義務づける修正が と社会防衛を強調する現在の少年司法改革動向の
行われた。 この結果,1988年 から1992年 の間に少 なかに,か つて青年期を子 ども期の下位概念 とし
年裁判所から刑事裁判所への移送率は68%増 加 し て位置づけ,大 人に依存 し道徳的にも法的にも責
ている56。また② は,本 来 は少年裁判所管轄権 に 任のない 「無事の子 ども」 とみな した少年像を見
属す る事件の うち,一 定年齢以上の少年による凶 出すことはもはや不可能である。む しろ,少 年犯
悪犯罪については,立 法によって少年裁判所管轄 罪者に関 しては,大 人 と同じ完全な責任を負 う存
か ら除外 し,刑事裁判所の管轄にす る方法であり,在,大 人 と質的に異ならない少年像を見て取るこ
1999年 時点で29の 州がこれ を採用 している57。③ とができよう。
は,一 定の犯罪類型 と一定年齢の少年 に関 しては 現在の改革は,部 分的には198C年 代から1990年
少年裁判所と刑事裁判所の双方に管轄 を認めた う 代初 めにおいて暴力的な少年犯罪の急増 を背景
えで,検 察官に少年裁判所 と刑事裁判所のいずれ にして,治 安や社会防衛への集中的な関心が惹起
かの管轄を選ぶ裁量権 を与える方式である58。 した少年への厳罰 を求める風潮に対応す るもので
1970年 代後半に始 まる少年司法の保護主義から あった60。1985年 か ら1994年 までの間に少年によ
厳罰主義化への方向転換 は,1990年 代になるとそ る殺人は100%増 加 してお り,ま た少年の銃器 を
の傾向がますます顕著になってい く。ほ とん どす 使用 した殺人 も100%増 加 してい る61。少年犯罪
べての州で暴力犯罪,凶 悪犯罪を犯 した少年に対 は,実 際には1994年 を ピークに減少 してきている
しては,成 人の刑事手続 を適用 し,さ らには州に のであるが,検 挙人員は1980年 代に比べるとかな
よっては州刑務所への収容を含めて大人の刑罰を り高いままにある。 このような傾向は,メ ディア
適用す ることを拡大 してきてい るのである59。今 が喧伝す る 「略奪者(predators)」 「スーパー ・
日のアメ リカ少年司法においては,連 邦法 も州法 プレデター(superpredators)」 といった凶悪な
も,一 世紀前の少年裁判所創設時に 「非犯罪化」 少年犯罪者像 に怯 える大衆の恐怖心を増大 した。













力や学校 での銃撃事件のニュース報道は,少 年犯 盗の被害者がいることは同 じである。犯人が14歳
罪は既に手におえない状態であるという世論をよ であろうが,大 人であろうが殺人や強姦の被害者
り強固な ものにして行ったのである62。 は同じように存在する。社会防衛の必要性は同 じ
他 方で,少 年犯罪者 を援助することと同時に である」65からである。
社会の安全を効果的に保護す るという少年裁判所 もはや,子 ども期か ら成人期への過渡的な段階
の更正能 力に対する信頼 は失墜 した63ことも加わ としての 「青年期」論は,受 け入れがたいものに
り,少 年の未成熟さとい う少年裁判所の前提に麗 なったのである。
問が提起 されることになる。子 どもの権利 ・人権1990年 以降 少年による暴力犯罪に関 しては安
概念が発達 し成人 と少年 との境界が相対化 され,定 化または減少傾向が指摘 され,ま た90年 代半ば
権利 の点 において大人 と対等平等な主体性が認め に ピークを迎えた殺人事件の犯罪率も減少 してい
られるなら,責 任の点においても,大 人 と対等平 ることを示す統計的事実66にもかかわ らず,社 会
等に扱 うべきだとい う論理に帰着するまでの距離 防衛の観点からの公衆の厳罰化要求 と法改正動向
はさほど遠 くはない。事実,マ ス ・メディアを通 は沈静化することはなかった。実際の ところ,凶
して,薬 物,銃 器,暴 力 とい う大人顔負けの少年 悪犯罪で告発された少年を少年裁判所で はな く
犯罪者のイメージが社会に浸透するにつれて,少 刑事裁判所の管轄下に統合 しようとする厳罰化立
年であろうと犯 した行為の責任は成人 と同様に負 法の多 く「は,犯 罪率が低下 し始 めた1995年 以降に
わなければならないという主張が,そ の勢いを強 制定されてきた67。この最近の傾 向は,社 会学者
めてきたのである。 が言 うところのモラル ・パニックーすなわち,メ
立法者 と公衆は,少 年犯罪者を少年裁判所で子 ディア,政 治家そ して公衆が,感 知 した社会的脅
どもとして扱 うか,あ るいは 「大人の犯罪には大 威への警戒反応をエスカレー トしてい くプロセス
人の処遇(adulttimeforadultcrime)」 に服さ において,相 互に増強 し合っている現象一 の特徴
せ るために刑務所に送 るかのいずれかとい う選択 をもつとの指摘がある68。政治家やメディアが公
肢を前にして,後 者の社会防衛の方を選択す るこ 衆の恐怖を煽 り立てる上で中心的な役割 を演 じて
とになる図。 ヴァン ・デン ・ハーグが指摘するよ お り,他 方,そ れに対する公衆 の反応は,よ り厳
うに,「少年に対 して大人 と同 じように法を適用 しい立法によって社会の安全保護を要求す ること
しその責任を問わない理 由は存在 しない。15歳 の であった。このプロセスはしば しば,コ ロンバイ
強盗犯であろうが,20歳 の強盗犯であろうが,強 ン高校銃撃事件な ど多発 した学校での銃撃事件や
62Cauffman,Woolard&Reppucci,supranote61at403.
631989年 の 世 論 調 査 に よ る と,回 答 者 の70%が 少 年 犯 罪 の 凶 悪 化 は 少 年 裁 判 所 の 処 遇 が 甘 い こ と に 原 因 が あ る と 回 答 し




66Brink,supranote57atl562.また,1980年 代 後 半 か ら1990年 代 前 半 に か け て 少 年 に よ る 殺 人 事 件 の 急 増 の 原 因 は,






子 どもが被害者 となる凶悪犯罪のように注 目度の る者は少な くない72。
高い少年犯罪の発生によって誘発され増幅されて 少年裁判所廃止論 と少年裁判所存続論 それぞ
きたように思われ る。このような事件 は稀である れの主張 内容 はもち ろん異なる。 しか しながら,
にもかかわらず,事 件 はメディアによって詳細で 現在の少年司法の厳罰化傾 向が,少 年裁判所制度
鮮明に且つ繰 り返 し報道されることによって,少 が二者択一的な二分法(bifurcation)な い しは二
年犯罪のコス トの恐怖が喚起 され定着 してい くこ 項対立概念(binaryconceptions)の 上に構築 さ
とになる。このモラル・パニ ックの過程を通 して,れ たことに起因するものであると指摘する点では
少年犯罪者のイメージや少年犯罪の脅威に関する 共通 している。少年裁判所廃止論者のフェル ドは,
社会 の理解は歪められて.いくのである69。 ・ 少年裁判所創設者たちは,「司法制度のために制
さらには,こ のような少年犯罪者像の変化の背 度化 された二項対立概念の上に少年裁判所 を位
景 には,「 青年期」を支えてきた社会的文脈,す 置づけた。すなわち,子 どもか大人か,決 定論か
なわち19世紀における産業化の下での社会構造や 自由意思か,保 護処分か刑罰か,手 続の非形式性
価値構造が変容 してきたことがある。脱工業化時 か形式性か,裁 量か法の支配かである。凶悪な少
代において,子 どもと大人 とをまった く異なる別 年犯罪の存在はこのような二項対立の構図に疑問
個のライフ ・ステージと捉える社会的 ・制度的基 を投げかけている。近年における少年裁判所 と刑
盤が失われたことに一因があると思われる70。 事裁判所 との手続的 ・実体的な類似化は,こ のよ
うな矛盾 している子 ども概念 と犯罪統制 との問の
4.少 年司法の厳罰化 と二分論的思考 二分法 を修正 しようとい う努力である」73として,
1970年 代後半から30年 以上に及ぶ法改正 ・行政 少年裁判所の刑事裁判化傾向は,二 項対立の上に
改革等によって,少年裁判所の管轄から放任少年・ 築かれてきた少年裁判所制度への疑問提起である
要扶助少年や,問 題少年(ス テイタス ・オフェン と指摘す る。またアインスワースは,少 年裁判所
ス)等 は切 り離され,い まや対象は犯罪少年に限 制度の概念的基礎を担 ってきたのが,子 どもと大
定されている。また少年裁判所において採用され 人 との二項対立,す なわち子 どもと大人 とが本質
ている手続や制裁は刑事裁判所 に酷似 してきた。 的に異なることを前提に少年には責任がないとみ
現在の「少年裁判所 は,名 目上の リハ ビリテーショ なすフィクションであった とし,こ の誤った二項
ン理念に基づ く社会福祉機関か ら,少 年のための 対立が現在批判の対象 となっているのであ り,こ
小規模 な二等刑事裁判所 に様変わ りした」7i状況 れが少年司法制度の崩壊原因であると主張する74。
にある。現在では,独 立の少年裁判所制度を存続 他方,少 年裁判所存続論の立場 からも,フ ォ
する必要性についての根本的疑問が提起されてお ルス ト&ブ ルームクイス トは,伝 統的には少年の
り,現 実 に,社 会復帰理念は崩壊 した以上,少 年 刑事責任を二項対立(dichotomous)ア プローチ








ある18歳 以下の少年には責任がないと構成 した法 証する。
的フィクシ ョンこそが,少 年裁判所 に対する信
Wア メ リカ にお け る少 年 裁 判 所存 廃 論
頼 を失 ってきた原因であるとする75。そしてこの
法的フィクションに対す る批判ゆえに,逆 に今日1.少 年裁判所廃止論
では,責 任の段階性や中間点 を認めない"all-or一 少年裁判所廃止を提案す る代表的論者 であ る
nothing"の 二項対立アプローチを用いて,少 年 フェル ドによれ ば,少 年裁判所廃止を主張するの
の未成熟性 を否定 し,少 年にも大入 と同じ責任 と は,無 条件の刑罰是認でもないし,数 世紀前の ミ
懲罰的制裁をみ とめる傾向を惹起 している76。今 ニチュア大人 としての少年観 への回帰で もな く,
では,19世 紀末に少年裁判所創設 とともに創造さ む しろ,刑 事司法制度 における少年犯罪者は,そ
れた法的フィクシ ョンを見なおすべき時が来てお の若年性のゆえに成人の犯罪者 より行為 について
り,少 年 は自分の行為に対す る一定程度の責任を 寛大な処遇に値するものであると考え,二 分法や
負わなければならないが,少 年は成人 と同じ責任 少年を恣意的に年齢で子どもか大人に分類するこ
ないしは制裁を負わされるべきではないと主張 し とに起因す る諸問題 に対処するためである79,と
ている77。 提案理由を説明する。 そして少年裁判所廃止の根
またスコット&ス タインバーグは,罪 のない子 拠 として,第1に,少 年裁判所 はゴール ト判決以
どもか有責性のある大人のいずれか として少年犯 後,刑 事裁判所化 しているにもかかわ らず,実 質
罪者を分類す る2分 法は少年司法政策の枠組みと 的に適正手続の権利を十分 に保障す るこ とな く,
しては上手 く機能 してこなかった。特に現在では,刑 罰類似の懲罰 的制裁を課 しているという適正手
この二分法は少年司法の政策的選択肢が大人 とし 続の形骸化を指摘す る8G。第2に,す べての犯罪
ての地位か子 どもとしての地位かの二者択一に限 者を一つの統合 した刑事裁判所で裁判す ることで
定 して議論が進められてお り,刑 事責任評価にお 犯罪統制における統合的処理 というメ リッ トが も
ける未成熟性に基づ く責任軽減についてはほとん たらされる とともに,他 方で少年の発達心理学,
ど取 り上げられることはないとい う問題を引き起 刑事司法学,そ して量刑政策 という観点か ら若年
こしていると指摘する78。 性に応 じた量刑判断す ることを可能 とす る81。第
今 日では,少 年裁判所廃止論 も存続論 も,責 任3に,そ もそも司法 臨床 医(judicial-clinician)
のない子 どもか完全な責任を負担する大人か とい として,少 年裁判所が一つの機関の中で社会福祉
う二分法を批判 し,責 任主義の観点か ら少年の有 機能 と犯罪統制機能 とを結合できるとす る制度の
責性を認めるべきであるという点において共通 し 思想は,本 来,概 念的欠陥 と本質的矛盾を胚胎 し
ているのである。そこで次章以下においては,少 ている。本来 この二つの機能は両立 しえず,む し









うが,よ り少年のニーズに応 じた社会政策が可能 判所廃止論を主張す るモースは,少年の未成熟性・
になるとするのである82。 可塑性は責任軽減の根拠 とはならず,青 年期中期
以上の論拠に基づき,フ ェル ドは少年裁判所を および後期の少年のほ とんどについては完全な刑
廃止 し,公 式に若年性を量刑における軽減事由と 事責任を問 うことが可能であるとしている点で対
して認める改革 を提案する。少年犯罪者は,そ の 照的である。衝動性や仲間の影響力等の発達心理
経験の量や幅,処 世的な視座の欠如,リ スク優先,学 によって指摘されている青年期の未熟性は,大
判断の未成熟性,そ して仲間の影響力の点におい 人 と比べれば量的な差に しか過 ぎない上に,観
て大人 と異なる。このような青年期特有の発達上 範的責任の能力を構成する要素ではないのであっ
の属性は,少 年の分別能力や 自己抑制能力に影響 て,責 任において大人 と少年 とを区別 して扱 う理
を与えているのであって,量 刑を軽減する説得力 由はないとしている85。
ある理由となるとして,少 年犯罪者の有責性の軽
減を説明する。 それに基づき,少 年犯罪者の軽減2.少 年裁判所存続論
された有責性を充足す る適切な量刑政策の仕組み 他方,少 年裁判所存続論がその論拠 として挙げ
として,年 齢を基礎 とした 「若年者減刑(youthる のは,少年に対する類型的な責任低減の合理性,
discount)」 提案する83。 少年の更生 と犯罪抑止 という功利主義的観点,少
少年犯罪者が どの程度 において刑罰 に値す る 年の訴訟能力への疑問である。
かは,法 的非難である刑事責任の中心概念である 第1に,青 年期は成人期 と比べると,認 知的 ・
非難可能性(blameworthiness)を 基礎 とすべ き ・ 道徳的 ・社会的発達 において未成熟であり,罪 刑
であることは,大 人 と同様 である。刑事責任の本 均衡原則の観点から見て類型的に非難可能性 とし
質は,自 由意思を持つ行為者が違法行為を選択 し ての責任が低減 されるべきであることが共通 して
たという意思決定に対する法的非難にある。 した 主張されている。すなわち青年期は,発 達心理学
がって,自 由な意思決定,そ してその構成要素で の知見に従 えば,① リスクや新奇性 を好み,② 衝
ある認知的能力 と意思決定能力(な いしは自己抑 動的であ り,ま た長期的視野に立つのではな く刹
制能力)の 存在 を前提条件 とする。少年は 自己の 那的行動に走る傾向があり,③ 仲間の影響力が強
犯罪行為について刑事責任を負担すべ き能カー認 く,④ 他者 に対する共感能力が低い。この青年期
知的能力 ・意思決定能カー を有するものではある 特有の属性 は,規 範的能力の構成要素である認知
が,青 年期は身体的にも心理的にも成人 とは異な 的能力 ・意志的統制能力に影響を及ぼ してお り,
り,その能力は成人 と比較すると劣 るのであって,類 型的 に刑事責任 において成人 とは差異がある
少年に対する法的非難 は軽減 されるべ きであると86。 責任低減要因 として未成熟性の影響をカテゴ
するのである雛。 リカルに捉える必要があるとされるのである。こ
これに対 して,同 じく応報主義の観点か ら非難 のアメリカにおける少年の責任概念の議論に関 し






第2に,少 年 に対する厳罰政策は,コ ミュニティ 始 まり,16歳 で急増,そ の後17歳 を過 ぎる頃か ら
保護 とい う将来の犯罪抑止の観点か らも最善の 急激に減少す るという少年犯罪の典型的パ ター ン
方法ではな く,む しろ犯罪抑止効果 においては少 からも見て取 ることができるとされる89。
年司法による対応の方が望 ましいことが指摘 され このよ うな典型的な少年犯罪者 に対 して大人 と
る。これは,刑 事裁判所の制裁の方が,将 来の犯 同じ刑事罰を科すことは,か えって彼 らがキャリ
罪を抑止 しコミュニティを保護する上で もより効 ア犯罪者 になる危険性 を増大させるか,少 な くと
果的であることを主張する威嚇抑止論87の基調に も犯罪を止める時期を遅 らせる可能性が高 く,そ
ある功利主義的思想(utilitarianphilosophy)ののことによる社会的コス トは大きい。犯罪行為 が
欠陥を指摘するものである。 青年期限定の逸脱行動 としての特性 を示す典型的
なぜならば,少 年犯罪は成長発達過程に伴 う過 な非行少年に対 しては,刑 罰の適用ではなく,む
渡的な現象であって,ほ .とん どの少年犯罪者 はよ しろ少年 としての処遇 によって 「更正 す る猶予
り凶悪で執拗 な犯罪者へとエスカレー トす ること(roomtoreform)」を与 えることの ほ うが,少
はなく,特 別 な国家介入がな くても青年期を過 ぎ 年の教育機会,将 来の雇用機会,そ して将来の社
て大人になれば治 まってしまう一過性の青年期特 会的貢献可能性に直接的 ・間接的な悪影響を与え
有の行動パ ター ンだか らである88。このことは,る 危険性を回避することができるのである90。
犯罪行動は子 ども期および青年期初めにおいては さらに刑事手続 と刑罰による処遇 とい う厳罰化
稀で,犯 罪等の反社会的行動の発生は,ア イデン 政策が,所 期の犯罪抑止効果 を発揮 し再犯率を減
ティティの発達過程で,青 少年が両親の影響から 少 させたことを示す事実はな く,む しろ実証的研






87フ ァ ン ・デ ン ・ハ ー グ(VandenHaag)や ウ ィ ～レソ ン(J.Whilson)に 代 表 さ れ る威 嚇 抑 止 論 は,二 つ の 基 本 的 考 え に
基 づ い て い る 。 ① 刑 罰 は 人 々 が 犯 罪 を 犯 す の を 抑 止 す る(一 般 抑 止 効 果),② 刑 罰 は社 会 秩 序 維 持 の た め に 不 可 欠 で あ る と
い う考 え で あ る 。 す な わ ち,刑 罰 は 応 報 で あ り,刑 罰 は 犯 罪 に 対 す る 代 償 と し て 課 さ れ る こ と で,社 会 の 反 犯 罪 感 情 を 強









&Steinberg,supranote7at820.モフ ィ ッ トに よ る 青 年 期 の 反 社 会 的 行 動 の 分 類 法 そ の 分 類 法 に お い て は ,典 型 的 な10代
の 法 違 反 者 は 「青 年 期 限 定(adolescence-limited)」犯 罪 者 と し て 描 か れ て い る が ,他 方 で 非 常 に わ ず か で は あ る が 「永
続 的(life-course-persistent)」犯 罪 者 の グ ル ー プ が 他 方 で 存 在 す る こ と も 指 摘 さ れ て い る 。 最 初 の 分 類 に 属 す る ほ と ん ど
の 少 年 は,子 ど も 期 に と く に 顕 著 な 反 社 会 行 動 歴 を ほ と ん ど も た な い,そ し て 予 測 ど お り に,青 年 期 の 終 わ り か 成 人 期 の
始 ま り ま で に は,彼 ら は 大 人 に な っ て 犯 罪 行 為 に 関 与 す る 彼 ら の 傾 向 か ら 抜 け 出 す の で あ る。SeeMof且tt,Id.at682-85.
90Zimring,supranote59at81-83;Scott,supranote5at311-312.
44
ては,刑 事手続で処遇された少年の再逮捕率 は高 判所 は,二 人の少年は自己の刑事手続に実効的に
く,再 犯までの期間も短 く,施 設への再入所率も 参加することが不可能であり,公 正な裁判を受 け
高いことが明らかにされている91。 る権利が侵害 されたとい う判断を下 している93。
第3に,発 達心理学の知見を基礎 に して,少
V少 年 の責 任 概念
年 が 自 らに対 す る刑 事 裁 判 手 続 を理 解 し防
禦 活動 の主体 として手続 に参加 す る訴訟能 力1.少 年裁判所廃止論 ・存続論における少年の責
(competencetostandtrial;adjudicativecom一任概念
petence)を 有す ることについての疑問が提起 さ 少年裁判所廃止論 と少年裁判所存続論は,独 自
れている。当事者主義を基本 とする刑事裁判にお の少年手続 を存続する必要性 に関 しては意見 を異
いて,被 告人の主体的な防禦の機会を保障する前 にするものの,少 年の責任概念については,犯 罪
提 として,被 告人の訴訟能力が不可欠 とされ る。 行為 に対する非難可能性 とい う観点から把握する
訴訟能力を欠いた被告人に刑罰を科すことは,牽 点において共通 している。すなわち,い ずれの主
とえその結論が実体法に照 らして妥当であったと 張 も,少 年裁判所における保護処分についても刑
しても,公 正な手続 とはいえないからである。そ 事裁判所における刑罰 についても,行 為者の非難
して訴訟能力の重要な要素 として,第1に,対 審 可能性 としての責任を基礎 として論 じているので
的訴訟制度の基本要素や被告人 としての法的地位 ある。保護処分であれ刑罰であれ,国 家が個人の
を理解 し,起 訴事実に密接に関連する情報を弁護 自由を強制的に制限 し苦痛 を与 えるものであ り,
人 に伝える等弁護人 と十分なコミュニケーション 制裁 としての実質を有する。 したがって,こ の国
を可能にする能力,第2に,有 罪答弁など刑事裁 家の強制的介入を正当化Lう る根拠は行為者の責
判における被告人にとって重要な事項について意 任にあ り,そこで求められている責任については,
思決定ができる能力が不可欠 とされる92。少年に 成人 と少年 との問に質的な差異は存在 しない とい
ついては,こ の訴訟能力の前提 となる認知的能力・ う理解を前提にしている。
意思決定能力が不十分であるという問題がある。
この訴訟能力が問題 とされたのは,そ の衝撃2 .責 任の本質
性ゆえに国際的にも注 目されたバルガー事件であ 英米法において,国 家の刑罰 を正当化 する根
る。1993年2月 にイギリス ・リバ プールで発生 し 拠 として,犯 罪に対する応分の報 い(desert)で
た2歳 の幼児誘拐殺害事件の加害者である10歳gあ るとす る応報(retribution),行 為者 の再社会
2少 年は,成 人の刑事裁判所で被告人 として公開 化を目指す社会復帰ないし更正(rehabilitationor
裁判に処せられた。 この裁判手続に対 して,1999correction),そして犯罪を抑止 し社会 の治安を
年,ヨ ーロッパ人権裁判所が問題 としたのは,10保 持するとい う犯罪抑止(deterrence)の 点が主








るか,特 別予防 ・一般予防とい う犯罪抑止効果で では罪刑均衡原則は,非 難に応 じた刑罰を科す と
あるか という違いはあるが一 によって刑罰を正当 いう,犯 罪 と刑罰 との均衡概念により重 きを置 く
化するものであ り,功 利主義(utilitarianism)なようになっている。すなわち,刑 法的非難i(penaru
い し結果尊重主義(consequentialism)的 思想にcensure)ないしは非難可能性 をこの原則の基底
基づ く。その刑罰概念は,未 来志向的 ・目的志向 にある鍵概念 として強調 し,犯 罪行為の重大性 ・
的 といえよう。 これに対 して,応 報 は,過 去の犯 深刻性を判断基準 とした刑罰論を展開することに
罪行為に対する非難ないしは応分の報いを刑罰正 収敏 してきている95。
当化の根拠 とす るのであって,遡 及的 ・過去志向 非難可能性を鍵概念 として強調す るとき,罪 刑
的である。更正や犯罪抑止は,刑 罰の具体的内容 均衡原則は次のような意味を持 って くる。特定の
や方法を決める という意味では,刑 罰理論 におい 犯罪行為により発生 した被害は,犯 罪行為の重大
ては確かに重要な要因ではある。 しかし,誰 をど 性を評価 し刑罰の量を測る重要 な要因の一つであ
の程度処罰すべきであるか とい う刑罰の有無 とそ るが,し かし,責 任非難に応 じた刑罰を決定する
の程度についての根拠 た りうるのは,「応報」の 際における被害結果の役割は,民 事訴訟に比べれ
みである。すなわち,国 家の刑罰制度の目的や内 ばその重要度は低い。なぜならば,応 報 としての
容を決定す る上で,犯 罪抑止 と犯罪者の再社会化 責任非難は,行 為者の落ち度(有 責性)を 判断基
は重要な指導理念 となるが,刑 罰の帰属 とその程 準 とするのであり,罪 刑均衡原則に下では,刑 罰
度 という刑罰の配分原理 としては,行 為者の非難 は生 じた被害法益や危険にさらされた被害法益 の
可能性 とい う責任を基礎 とした応報の観点から基 大 きさだけでな く,行 為者の有責性 に均衡するも
礎づけられる。言葉 を換えれば,刑 罰制度の正当 のでなければな らないからである。 したが って,
性 は,責 任非難に応 じた刑罰を科す という罪刑均 同じ量の被害を生 じた行為であっても異なった量
衡原則(principleofpenalproportionality)のの刑罰が科せ られるのである。法的非難に値すべ
上に構築 されているのであ り,責 任 の本質 は,特 き者のみが処罰 され るのであって,非 難可能性 と
定の過去の行為を行った行為者に対す る法的非難 それに対応す る刑罰の量は,行 為者の属性 と犯罪
という応報 の観点か ら説明され るのである。 の状況により異な りうるのである96。
罪刑均衡原則 は,そ もそもは犯罪者にその行為 行為者 の属性 と犯罪の情況ビよって非難可能性
の 「仕返 しをす る(payingback)」 とい う応報 すなわち有責性が変化 しうることを前提 とすると
の復讐的概念に由来するものではあるが,次 第に き,有 責性は有るか無 いかのデジタルな二分法で
この復讐的要素 は弱ま り,む しろ応報における刑 捉えられ うるものではなく,有 責性(culpability)
94』Seee.g.SanfordH..Kadish&StephenJ.Schulhofe聡CriminalLawandItsProcesses:CasesandMaterialslOl-153
(1995,6thed.);JoshuaDressier,UnderstandingCriminaiLaw49-62(2001,3rded.)犯罪者 を 刑務 所 に収 容 すれ ば,少 な
くとも そ の間 ぽ 犯 罪 を犯 す こ とは で き な くな る とい う意 味 で無 害化(incapacitation)も 刑 罰の 目的 と して あ げ られて い る。
無 害化 の点 で は 死 刑 は最 も有 効 な刑 罰 とい う こ とに な る。
95AndrewVonHirsch,Proportionatesentencesforjuveniles,3(2)Punishment&Society221,222-23(2001).
96責 任 と刑 罰 とを応 報 の観 点 で は な く,犯 罪 抑 止 の観 点 か ら見 る と,発 生 した結 果 が 決 定 的 な意 味 を 持 っ て くる こ とに な る。
アー ネ ス ト ・ヴ ァ ン ・デ ン ・ハ ー グ が主 張 す る よ うに,「15歳 の 強 盗 犯 で あ ろ うが,20歳 の強 盗 犯 で あ ろ うが,強 盗 の被 害
者 が い る こ とは 同 じで あ る。 犯 人 が14歳 で あ ろ うが,大 人 で あ ろ うが 殺 人 や 強姦 の被 害 者 は同 じ よ う に存 在 す る。 社 会 防
衛 の 必要 性 は同 じで あ る」 か らで あ る。VandenHaag,supranote45atl74(1975),
46
や責任(responsibility)に は軽重の程度や段階が 神障害ない しは未成熟性ゆえに主観的犯罪成立要
あることを示唆 している。 件であるメ ンズ ・レアを形成す る能力を欠 くとい
歴史的にみれば古 くは,刑 事責任は,二 項対立 う理由に基づき,刑 事責任を免除する98。そして,
的,す なわち被告人は自らの行為について完全な 国家が犯罪の重要な要素である犯意を証明できな
責任を認められるか責任が阻却 され るかのいずれ いときは上記の抗弁 によって犯罪者 は無罪放免 と
かであって,制 度的には中間点は存在 しないこと なってしまうので,コ モン ・ローにおいては有罪
を前提に刑事司法は運営されてきた。 しか し,た を確保するために責任能力の基準 として非常 に低
とえば精神障害者について行為時に自由な意思形 い認知基準一 「良いか悪いか」の認識一 が採用さ
成能力や合理的な判断能力があったか否か という れた。責任能力はメンズ ・レア能力であって,最
責任能力の問題 に見 られるように,完 全な責任能 小限度の 「良いか悪いか」の弁別能力のみを必要
力を肯定するか責任能力を否定するか二者択一の とするものであって,こ の意味での判断能力は少
二分法的アプローチでは,現 代の精神医学を初め 年裁判所の管轄対象年齢以上の少年はすべて持つ
とする諸科学や社会の現実 と合致 しな くなった。 ことになる。 したがって,理 論上 責任能力の低
それによって,責 任能力に関 しては限定責任能力 減 に基づき刑罰を軽減す る 「低減された責任」理
(diminishedresponsibility)と い う有責性の中間 論が存在 しないかぎ り,7モ ン ・ロー上の未成年
点ないしは段階性が認められ,ま た一般的な刑法 者の抗弁が認め られない14歳 以上の少年について
理論においては有責性や非難可能性概念は連続体 はその心理学的 ・社会的発達上の未成熟性を根拠
としての広がりを持ち,段 階性があることが認識 に責任の低減を認めるための法的根拠が存在 しな
されるようになってきたのである97。 いのである99。
メンズ ・レアは,行 為が法的非難に値するとす
3.罪 刑均衡原則と少年の責任軽減 るために必要 とされ る心理的状態である。確かに,
ところが,少 年の有責性や非難可能性に関 し 法的に有責な心理的状態を持ちうる能力は,一 部
ては,少 年についてその責任能力の低減に基づき 分においてメンズ ・・レア と重なる。 しか し理論的
刑罰を軽減する刑法上の理論 はこれまで存在 しな には,規 範的な責任能力は,メ ンズ ・レア存在の
かった。 このため,少 年は刑事裁判所 に送致 され 基本的前提条件なのであって,被 告人が法的な責
た後は,大 人 と同じ完全な責任 を認めるか刑事責 任能力すなわち規範的能力を持たない限 り,彼 が
任無能力者 として扱 うかの二分法が適用されてき 特定の心理的状態ないしメンズ ・レアを有するこ
た。 とは不可能なはずである。責任能力は,被 告人の
刑事責任能力に関する限 り,メ ンズ ・レア(犯 判断力の欠如ない し未発達を判断材料にして,わ
意)を 形成する能力を欠 く場合 に刑事責任を否定 れわれが法の遵守を彼に期待できるか という規範
するコモン ・ロー上の精神障害 と未成年者の抗弁 的評価に照準を当てるのであるloo。,






意思決定を行い うる能力,そ してその構成要素で この点に関 しては,よ り成熟 した大人の行為者 に
ある行為者の認知的能力および意思的能力を前提 よってなされ る犯罪の意思決定 と,少 年 による意
条件 とする。今 日の発達心理学の知見に基づ くと 思決定 とを道徳的に同価値 と評価することはでき
き,少 年の知的 ・情緒的未成熟性は,意 思決定の ない。た とえば6歳 の子どもは,そ れ をす るのは
有責性ない しは非難可能性を評価する際の重要な 「悪い」ことであると 「認識」して友達のおもちゃ
判断要素である。法的非難に応 じた刑罰 という罪 を 「盗む」 という行為を意図 して行 うことができ
刑均衡原則の枠組みにおいては,等 しい非難可能 る。 しか し,幼 い子 どもが,禁 じられた行為 をす
性 ・有責性 を持たない犯罪者 に同じ刑罰を科すご ることを自発的に意思決定 し目標志向の行動をす
とは公正 さを欠 くことになる。刑罰制度の正当性 る能力があるとしても,わ れわれは彼 らを完全に
は,罪 刑均衡原則 との整合性の うえに依拠 してい 道徳的な存在 とはみなさない。同様に,少 年は完
るのである。刑事司法および少年司法制度は,少 全に内面化された道徳規範 をまだ有せず,ま た他
年犯罪者について刑罰や刑罰類似の処遇を決定す 人への共感能力は十分に発達 していない。 さらに
るという点で,こ の罪刑均衡 という原則が適用さ 道徳的理解力や行動制御能力 もまた十分に発達す
れなければならな・い。 このため少年の有責性軽減 るに至 っていない。少年の責任 を成人の刑事責任
の必要性が主張 されているのである101。 と同一視す るため必要な,認 知的能力,意 志的自
たとえば,少 年裁判所廃止論の立場に立つフェ 己抑制能力を十分には持っていないと主張す るの
ル ドは,次 の ように少年 の未成熟性 に起因する である。
責任低減を主張するlo2。刑事責任の本質は,自 由 少年裁判所存続論の立場であ るジム リングも
意思を有す る自律的主体 としての個 人の尊重を 同様 に,少 年裁判所であれ刑事裁判所で あれ処
前提 に して,違 法行為 を選択 した意 思決定の有 罰的制裁 を科すためには,認 知的 ・経験 的能 力
責性 を非難す ると とにある。有責性 に応 じた刑(cognitive-andexperientiallybasedabilities)
罰は,非 難 に値する意思決定 に対す る厳 しい非 を基盤 とした責任能力が不可欠であるがlo4,少 年
難(censure)や 謎 責(condemnation)lo3と い う の場合は認知的 ・情緒的未 成熟性 のゆえに十分
基礎 に基づいているのであって,こ の非難可能 にこの能力が発達 していないのであって,法 的非
性 という概念は)罪 の帰責 と刑罰の配分を決定す 難 としての責任は低減されるべきである と主張す
る中核概念である。大人 ≧同様,少 年犯罪者が ど る105。
の程度刑罰に値するかは,意 思決定に対する非難 また,フ ォルス ト&プ ロムクィス トは,責 任の
によっ七決定されるのであ り,し たがってそれは 基礎である法的非難には段階性があり,こ の 「段
自由な意思決定 を行いうる能力(認 知的能力およ 階的責任(graduatedresponsibility)」 ない しは









capacity)が,少 年司法にも導入 され るべきだ と 歳から18歳)を 子 どもと大人 との架橋期 とみな し
する。現代の社会科学 や精神医学は青年期が成人'て いる。推論(reasoning)と 理解に関する能力
とは異なる発達段階であることを認めており,少 は,意 思決定能力に関係す る最 も基本的 な要因
年 は,認 知的思考,道 徳的発達 および自己形成 に であり,認 知的発達の基本的要素であるが,子 ど
おいて大人 とは異なるということが実験的研究に も期から青年期の間に急成長するという。 このた
より証明されている。 したがって,年 齢それ 自体 め,青 年期前(pre-adolescents:ほ ぼ9-12歳)
が,行 為についての刑事責任および刑事責任能力 と10代前半は,そ の認知的能力において,個 人に
を考えるに際して重要 な法的関連性をすると主張 よって能力差はあるが,大 人 とかな り異なってい
する】06。 る。 しかし,青 年期中期に達すれば,意 思決定に
おける理解 と推論の能力はおおよそ成人期の能力
VI発 達 心理 学 と少 年 の 規範 的能 力
に近似 しているとい う主張を支持する一応の科学
1.発 達心理学の知見 的証拠がある。ただ し,そ れは実験室 という設定
責任非難の基礎 となる規範的能力においては,さ れた情況における調査結果であって,街 頭な ど.
物事の善悪を区別する認知的能力だけでな く,こ のス トレスの多い環境で 自分の人生にとって重要
の規範的認識に従 って 自分の感情 ・欲望 ・行動を な選択に現実に直面 した場合における調査結果で
統制する情動的(affective)で 意志的な(conative)は ない。 したがって青年期の認知的能カー それは
能力,す なわち衝動抑制能力も重要な構成要素を 犯罪行為 に関連する意思決定に影響を及ぼす一が
な しているlo7。換言すれば,認 知的能力 と意志的 大人の能力に匹敵す るかは確かではないとされて
統制能力 とが規範的能力を構成 している108。そ し いるIIO。
て,近 年,違 法行為の意思決定に対する責任非難 これに対 して,心 理 ・社会的(psycho-sociaD
の前提 となるべき認知的能力および意志的統制能 発達においては,認 知的能力の発達よりも遅いと
力 において,少 年は大人 とは異なっていることを されている。その結果 として,た とえ青年期の認
裏付ける心理学的 ・社会的発達要因の存在が指摘 知的能力は成人のそれに近似 していても,少 年の
されている。すなわち少年は,法 的非難 を基礎づ 判断力は未成熟であ り意思決定能力に影響を及ぼ
ける規範的能力 において成人 と異な り,そ の責任 す点で成人 とは異なる。意思決定における差異に
は低減され るべ きであるという議論 に理論的根拠 最 も関連する心理 ・社会的要因嫁(a)仲 間の影
を提供 しているのが,以 下に紹介する発達心理学 響力(peerorientation),(b)リ スクに対する態
の知見である。 「 度 とリス クの知覚能力,(c)世 俗的視点,(d)自
スコット&ス タインバ「グによればlo9,青 年期 己抑制能力が含 まれる川。 もちろん認知的能力も









の心理 ・社会的な発達要因は少年の価値観や嗜好 以上のような青年期特有の発達的要因は,少 年
を左右 しているため,少 年が行為の利害得失を判 犯罪者の行動に関する調査結果 とも符号する。た
断 し意思決定をす る際に決定的な影響を与えるこ とえば,成 人の犯罪 と異なり,少 年犯罪は仲間 と
とが指摘されているII2。 行 う集団型犯罪によって特徴づけられる旦17。また,
認知 ・心理 ・社会 的機能の発達 に関する研究 青年期後期になると犯罪傾向が治まることは,自
のほ とんどは心理学的研究であるが,脳 科学にお 分の将来 につ いての意識が高 まることと仲間 と
いても成人期 と青年期 との間に器質的(organic)の 関係変化 にも起因 していることが調査 によって
次元においてもい くつかの違いがあることが証明 明らかにされている。さらに,仲 間の影響力,り
されている。脳の発達研究 により,ま だ初期的研 スク優先,衝 動性 そして刹那性などの青年期特有
究段階ではあるが,長 期的計画のプロセス,感 情 の属性は,例 えば自動車の危険運転や性交渉 によ
の抑制,衝 動統制 そしてリスクと報償の評価に関 るエイズ感染などの犯罪行動以外の状況 において
係す る脳の領域が,青 年期 を通 して,お そらく初 も,青 年期の意思決定全般に影響 を及ぼ している
期成人期に至 るまで発達を続けることが明 らかに ことが指摘されている。 したがって,こ れらの心
なっている113。また,思 春期には,大 脳辺縁系一 理 ・社会的影響が,同 様に犯罪行動にかかわる意
感情のプロセス と抑制における中心 となる脳の一 思決定の一因ともなっている可能性が高いのであ
部一における変化 は,高 レベルの新奇性を求め高 る118。
リスクを選択 ように刺激する。 この変化はまた,
ス トレスへの感情や脆弱さを増大する原因 となつ2.少 年の未成熟性 と規範的能力
ていると推測 されているll4。同時に,前 頭葉皮質 以上のような発達心理学研究の成果を踏まえて
一計画や意思決定を含む複雑な作業を実行する際 考察するとき,責 任非難の基礎 となるべ き少年の
に活動する領域一 における発達パターンの研究に 規範的能力を構成する認知的要因および意志的統
よって,こ のような高いレベルの認知的能力を支 制要因の双方において,少 年の能力は成人 とは異
配する領域が青年期中期に至 るまで未発達 であ り なるといえよう。
うることが示されているll5。この青年期における まず,第1の 認知的要因についていえば,前 述
脳の発達が及ぼす心理学的影響は,「 熟練運転手 のように青年期は非常に重要な身体的 ・認知的 ・
なしにエンジンをスター トさせること」に等 しい 感情的発達の時期ゆえに未発達である。確かに青













知的能力を持っているであろうが,大 人が通常所 住居 の平穏 をいかに脅かすものであるか,ま た彼
有 している経験や事実に裏打ちされた情報の豊か の侵入が被害者を無力で不安な気持ちにさせるか
さを必ず しも持ち合わせていないことが指摘され どい うプライバシーの喪失感を十分には共感でき
ている。つまりは,青 年期は,事 柄の認識 は十分 ないのである12C。
であったとしても,事 柄の意味の認識が欠如ある しか し,成 人に関 しては,そ れ は有責性 を阻
いは未発達の可能性が高 く,こ のため自分の行為 却 しあるいは軽減する要因 とはみなされてはいな
が引き起 こす危害を認識する能力が少年の場合眠 い。 それでは,な ぜ法益の意味の不完全な理解が,
定されているとされている1】9。.少 年の場合には有責性の存在に影響を与 えうるの
このことについて,フ ォン ・ハーシュは以下の だろ うか。 フォン ・ハーシュは,も し少年に関 し
ような例 を挙げて説明す る。例えば,住 居侵入窃 て異なる扱いがあるとすれば,そ れはわれわれが
盗に関して,他 人の住居に入 りその財物を取得 し 大人 と少年 とでは異なる規範的期待(normative
た場合には,犯 罪行為の客観的要件 は充足する。expectation)を 持つか らであると説 く。 なぜな
もちろん犯罪が成立するためには,行 為者はその らば,少 年は成長発達のプロセスを通過すること
住居や財物が自分のものでないことを認識 してい で,初 めて この種の理解力を獲得することができ
なければならないし,さ らに住居に入 るときには るのであ り,個 人の基本 的利益の意味を認識 し,
財物を盗む目的を持 っていなけれぼならない。 も 犯罪行為が この利益をいかに脅かすものであるか
し行為者がそのような事実を認識 していない場合 ということに関して成熟 した理解力を有すること
には,行 為者はメンズ・レア(犯意)を 欠 くのであっ を,わ れわれは合理的には期待 し得 ないからであ
て住居侵入窃盗犯ではあ りえないからである。た るとする121。
だ,他 人のアパー トに押 し入 りテレビを盗む場 第2に,物 事の善悪を区別す る規範的認識 に
合には,そ のアパー トが他人の住 まいであ りテレ 従 って自分の感情 ・欲望 ・行動 を統制す る意志
ビが自分の所有物でない という単純な事柄 の認識 的抑制能力に関 しては,認 知的能力 よりも大人 と
は,通 常ほとん どの少年が容易に認識できるもの の能力差は大きいとされている。 自己抑制能力に
である。少年の場合に問題 とな りうる未発達の能 影響を与 える一要因である衝動性(impulsivity)
力は,有 害結果についての理解力,す なわち保護 は,一 般に青年期中期か ら成人期初めにピークを
法益の性質や重要性に関する認識力である。15歳 迎え,そ の後減少 してい くといわれている122。さ
の住居侵入窃盗犯 は,自 分が被害者の部屋に不法 らに青年期 は,有 害な行動を自己抑制する上で不
に侵入 しテレビジョンを盗むことは完全に認識 し 可欠な共感能力が乏 しいので,そ の結果他人の法










とアイデンティティが形成 される時期であり,本 なる。聡明で 自律心の発達 した15歳 の少年は,平
来の意味でのアイデンティティは未発達で自律性 凡な15歳 の少年や愚鈍な大人 よりも,遥 かにその
に乏 しい。 その結果 として仲間の影響力をより受 能力において優 るであろう。記述駒アプローチに
けやすいという傾向がある。 よれば,.と のように能力の異なる同年齢の少年に
しか し,こ のような衝動性や,共 感能力 ・自律 対 しては各 自異なる個別的処遇 をすべきことにな
性の欠如は,成 人の場合には行為の非難可能性を る。 これはまた当該少年の道徳的発達 の程度につ
減少す るものではな く,単 なる道徳的欠陥 と看徹 き個別的に判断するという困難 な判断を事実認定
され るにすぎない。ここにおいても少年について 者に要求す ることになるだろう。記述 的アプロー
非難可能性の軽減を正当化する根拠 として考えら チは,ま た,道 徳的発達程度の高い子 どもはより
れ うるのは,認 知的能力と同様に規範的期待の問 厳 しく処罰するという予期に反 した結果につなが
題である。他の道徳的発達 と同様 に,自 己抑制は る虞 もある。それだけでなく,そ もそも,記 述的
学習によって獲得される能力であ り,子 ども期や アプローチではなぜ限定された認知的能力や意志
青年期 はそれらを学習する時期である。 そのよう 的統制能力が有責性 に影響を与えるべきなのかを
な能力を獲得するのは,認 知的 ・情緒的成長,他 説明することができないのである監25。
者 との交流,そ して社会規範に身をさらす ことを 少年について有責性が軽減 されるのは,少 年が
通 してである。そしてこれは単 に子 ども期におい 現実 に,犯 罪結果について完全な理解を欠き,観
てぽか りでな く青年期 を通 じて成長 ・発達す るこ 動的で共感能力を欠 く傾向があるということに基
とが合理的に期待され うる。犯罪を犯 した少年は,つ くものではない。む しろ,そ のような知的 ・意
衝動抑制や仲間の圧力への抵抗力を発達させ る時 思的能力が,経 験 学習,他 者 との交流 そして長
間 と機会が,成 人に比べて少ない。 この意志的揮 い時間をかけて青年期において発達す る能力であ
制能力における少年 と成人 とで規範的期待が異な ることを前提 として,わ れわれが少年に合理的に
ることが,少 年の有責性の程度が軽減 され うるご 期待できることは何であるかが問題 となっている
とを正当化する理由である124。 のである。このような規範的判断においては,認
以上に関 して注意 を要す るの は,責 任非難の 知的 ・社会的に発達 し経験を獲得す る機会は年齢
基礎 とな るべ き少年の規範 的能力を構成する要 に関係 しているので,14歳 の少年 よ りも17歳 の少
素である認知的能力および意志的統制能力の問題 年のほうが,規 範的に期待 される能力の程度 は高
は,記 述 的(descriptive)問 題 ではな く規範的 まるとするのが合理的だからなのである126。
(normative)問 題であ ることで ある。 もし記述 認知的能力および意志的統制能力の問題が規範
的問題であるとすれば,有 責性が軽減 されるか否 的問題 であ るとい うことは,そ もそも有責性が,
かは,少 年の認知的要因 と意志的統制要因が実際 合理的な選択能力 と法遵守の機会を前提にしたと
にどの程度低減されているかついての経験的事実 きに,合 理的に期待されてい る意思決定をせずに
に依拠す ることになるであろう。 しか し能力の程 .違 法行為 を選択 したことに対する厳 しい非難や謎





とした罪刑均衡原則の理論か ら導かれる論理的帰 した同質のものであるという現在のアメ リカにお
結であるということもできよう。 ける共通理解 は,刑 事責任についての伝統的な二
者択一,す なわち罪のない子 どもか有責性 のある
皿 少 年 の責 任概 念 の 日米 比 較
大人のいずれか として少年犯罪者 を分類する二分
1.ア メ リカにおける少年の責任概念 法によって,18歳 以下の少年をまったくの刑事責
少年裁判所廃 止論 も少年裁判所存続論 もとも 任が無い者 として法的に構成 したことが厳罰化を
に,少 年の責任の本質を,特定の過去の行為を行 っ 招来 した という認識に由来する。子 どもを大人 と
た行為者 に組する法的非難 という応報の観点から 同 じように処罰するという厳罰化の流れを押 し止
説明す る。犯罪行為に対す る非難可能性 という観 めるためには,青 年期の特質に対応 し,な おかっ
点か ら責任を根拠付けている点において両者は共 刑法の有責性の基本概念 とも理論的に矛盾 しない
通するのである。すなわち,少 年裁判所における 理論的枠組みを構築することが急務だったからで
保護的処遇 も刑事裁判所 における刑罰 も,行 為者 ある。
の非難可能性 としての責任を前提 として論 じてい
るのである。若年者減刑12.,限 定責任能力者 とし2.日 本における少年の責任概念
ての少年128,段 階的責任129,類 型的責任軽減130と 翻 って,日 本の少年司法は,1949年 における現
いう議論において取 り上げられている責任 は成人 行少年法の成立においても,1970年 代における少
の責任 と同質のものであって,成 人の責任 と少年 年審判の適正手続化の議論において も,ア メリカ
の責任 との間に質的な差は存在 しない。'そこには 少年司法の強い影響力の もとに形成 されてきた。
量的な差があるに過 ぎない。 しかし,少 年司法制度を精査 してみると,そ の誕
それは,刑 事 司法においても少年司法におい 生の時から今 日までの変遷において,ア メ リカ少
ても,責 任概念は応報 を基礎 として構成されてい 年司法 とは異なる独自の展開をしてきたことが浮
るか らである。 この応報は,過 去の犯罪行為に対 かび上がってくる。
する非難および応分の報いを刑罰正当化の根拠 と アメリカの少年司法は,子 どもか大人か,保 護
するのであって,遡 及的 ・過去志向的である。国 処分か刑罰か,保 護か自律か という二者択一的二
家の刑罰制度の目的や内容を決定する上で,犯 罪 分論の中で,自 己の行為に責任の無い存在,依 存
抑止 と犯罪者の再社会化は重要な決定要因 となる する存在 としての子 どもに対する保護 というパ レ
が,誰 をどの程度処罰すべきであるか とい う刑罰 ンス ・バ トリエの基本原理の上に構築 された。 こ
の配分原理 としては,行 為者の非難可能性 という のため犯罪少年は,放 任少年 ・要扶助少年や家
責任を基礎 とした応報の観点か ら基礎づけられて 出等の問題行動 を起 こす少年たち と同じ管轄の中
いる。 に,取 り込 まれたのであった。





131森 田 ・前 掲 注9・259-69頁 。
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バ トリエ型の審判構造を導入すると同時に,他 方 れるべきである」133。
で対象少年の管轄を犯罪少年 と,触 法少年 ・虞犯 つまりは,保 護処分が強制的処分であることは
少年 という準犯罪少年に限定 した(少 年法3条)。 間違いない以上,少 年 の責任概念は,保 護処分の
保護か刑罰か,保 護 か 自律かの二者択一で はな 強制的性格か ら導かれなければならないが,保 護
く,「保護 と刑罰」「保護における自律」を目指す 処分は非行 に対する非難ではないゆえに,基 本的
独 自の枠組みを創出してきたと指摘 される所以で に保護処分 を非難可能性の観点から根拠付けるこ
ある131。 とはできない134として,少 年の責任 と大人の責任
この日本 の少年 司法の独 自性 は,少 年 の責任 の同質性 を否定する。そ して,「 少年法上の法的
概念の捉 え方においてもあらわれているといえよ 責任(保 護処分 を受けるべき地位)を 刑事責任に
う132。日本においては,少 年の責任は要保護性の おける非難可能性 と対比させて述べれば,少 年の
一要件 として組み込まれ,少 年の責任は大人の責 責任は,少 年の将来に予想 される非行反復の可能
任 とは異質なもの として構成されるのが一般的で 性(累 非行可能性)と 保護処分 による矯正教育を
ある。例 えば,澤 登俊雄名誉教授の保護処分 と責 施す ことによって非行を克服できる可能性(矯 正
任に関する以下の叙述にも見て取 ることができよ 可能性)と によって根拠付けられ るといえるので
う。'は なかろうか。…元来,少 年法1条 は 『非行のあ
「保護処分の理念や内容が いかに福祉的である る少年』に保護処分を行 うとしてい るのであって,
として も,保 護処分の本質は,少 年の自由を制約 『非行のあった少年』 とは規定 してはいない。『非
し,そ の意味で少年に苦痛を与えるものであるか 行のある少年』 とは,非 行を繰 り返す傾向のある
ら,こ の苦痛を与えること自体が犯罪的危険性の 少年 のことと解釈できるから,少 年の責任につい
除去に有効 に働 く必要がある。すなわち,保 護処 ても,『行為 よりも人』に重点を置 いて理解 され
分の 『特別抑止効果』が問題 とされなければな ら 、るべきであろう…非行事実は少年の犯罪的危険性
ない。 この抑止効果 を期待できる条件 として 『責(累 非行可能性)を 認定するために必要なのであっ
任』が要求され る。…(中 略)… 保護処分は,非 て,非 行事実に対す る責任非難 という意味を含む
行事実の存在を前提 として加えられるが,刑 罰 と ものではない」135と,少年の責任概念 を保護処分
は異な り,それは非行事実に対する制裁ではない。 を受けるべき地位 として,遡 及的 ・過去志向的な
したがって,非 行事実の要素の中に 『帰責性』を 非難可能性ではなく,未 来志向的な少年独 自の責
含める必要はない。その意味で,非 行事実 は形式 任概念が展開されている。
的 ・客観的要件である。 したがって,少 年法にお このような法的構成は,前 述 したように日本 に
ける責任能力は,少 年の行為に対する責任非難を おける少年司法が独 自の展開を歴史的に重ねてき
基礎づける能力 としてではな く,要 保護性の判断 たということに一因がある。それに加 えて,非 行
要素,い わば 『保護処分適応能力』 として理解 さ 少年の責任 と成人犯罪者の責任を相対化 し,保 護
132佐 伯 ・前 掲 注2,高 内 ・前 掲 注2が,日 本 に お け る保 護処 分 の本 質 と少年 の責 任概 念 を め ぐって,そ れ ぞ れ峻 別 論 ・同
質 論 とい う異 な る立場 か らの 議 論 を展 開 して い る。
133澤 登俊 雄 「保 護処 分 と責 任 の 要件 」 『団 藤 重 光古 希 祝 賀論 文 集 第3巻 』(有 斐 閣,1984年)159頁,167頁。
134高 内 ・前 掲 注2・84頁 。
]35高 内 ・前 掲 注2・88-89頁 。
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処分 と刑罰を機能的に同質のものとして相対化す を排除したことが,少 年裁判所制度は少年犯罪者
ることによって,ア メリカと同様の厳罰化への道が を甘やか し寛大な処分で済ませたために社会が犠
押 し開かれることへの危惧感があると推測される。 牲になっているという公衆 の批判 を高める原因 と
なぜならば,ア メリカ少年司法が保護 と刑罰 との なった。それが結果的には大人の刑事裁判所 にお
二者択一的二分法から出発 し,現 在,少 年の責任 いて少年の責任を問い大人 と同じ刑罰を科す とい
と大人の責任の相対化,保 護 と刑罰の相対化に至つ う厳罰化 につながっていった。現在の少年の責任
た経過が,歴 史的にはまさにアメリカ司法の保護 概念をめ ぐる議論 は,大 人か子 どもか とい う二者
主義から刑罰主義への変遷 と重なるからである。 択一に限定されているかのように見える政策的選
択肢にかえて,成 長発達過程にある少年 と大人 とお わ り
に
の心理学的 ・社会的相違を明確すると同時 に,刑
アメ リカ少年 司法は,過 去100年 間 に,そ れぞ 罰の配分原理 としての応報 と,国 家の刑罰制度の
れの改革期において改革者たちが描いた少年観や 目的である社会復帰 ・更生 および犯罪抑止 という
典型的な少年犯罪者像 に対応する形で変遷 してき 刑事司法 ・少年司法の理論的枠組みの中で,少 年
た。ゴール ト判決前の伝統的な少年裁判所は,逸 に対する社会福祉 を実現 しようとする努力である
脱行為 をした少年を無垢で可塑性のある子 ども,と 思われる。
大人 に依存 し保護の対象である子 どもと据 える 翻って,日 本の少年法は,少 年が行った犯罪行
前提 に基づいて構築 されていた。この視座の下に 為 について制裁を与えず,少 年の責任を明確 にす
あって,少 年裁判所の役割は,犯 罪少年の処罰で ることもしないという批判 に対 して,ど のように
はな く,非 行少年の福祉の向上を図ることに求め 答えることができるであろうか。
られた。 しかし,1960年 代後半,一 連の連邦最高 現行少年法が少年 の健全育成 を目的 としてい
裁判決を筆頭に展開 された 「子 どもの権利運動」 る以上,少 年の責任 は,大 人の刑事責任の基礎
により,子 どもは保護の客体から,大 人 と同じ権 にある非難可能性 という枠組みで論 じるべ きでは
利の主体へと変容 し,大 人 と子 どもの区別 は相対 な く,む しろ 「要保護性」概念の枠の中で論 じら
化 してい く。そ して大人 と子 どもの区別の相対化 れるべき問題であるとするのが一般的見解であろ
は,1970年 代後半以降における,大 人 と子 どもの う。しか し,そ うであるとしても,刑法の責任理論,
有責性の相対化 をもたらした。現在では,も はや 発達心理学 ・社会学等の諸科学の知見を踏まえて,
罪のない子 どもたちとい う概念 は存在せず,少 年 少年の責任を論ず る必要性は大 きいといえよう。
犯罪者は成人犯罪者 と根本的には区別 されない存 現在,犯 罪・非行に関する 「責任」は,被 害者,
在になっている。 加害者及びコミュニティの修復を意味する修復 的
アメ リカにおいては,少 年裁判所 の管轄にお 司法の観点か らその意味が問い直 され136,ま たコ
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NCCDI7号6頁(2000年)。
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られ るよ うにな ってい る137。少年 の責任 のみ な ら
ず,責 任 概念 をめ ぐる議論 は新 た な局面 を迎 えて
いるので ある。
137Seee.g.RA.Duff,Punishment,Communication,andCommunity(200/;滝111裕英 『責 任 の意 味 と制 度一 負 担 か ら
応 答 へ 』 勤草 書 房(2003年)。
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